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持分なし医療法人への移行に係る税務（抜粋） 

 
【法人税法】 
 
（定義）  
第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  
一 ～九の二  （略） 
十  同族会社 会社の株主等（その会社が自己の株式又は出資を有する場合のその会社を除く。）

の三人以下並びにこれらと政令で定める特殊の関係のある個人及び法人がその会社の発行済株式

又は出資（その会社が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の五十を超える

数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定める場合におけるその会社をいう。  
十一 ～ 十四  （略）  
十五  役員 法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以

外の者で法人の経営に従事している者のうち政令で定めるものをいう。  
十六 ～ 十七の二 （略） 
十八  利益積立金額 法人（連結申告法人を除く。）の所得の金額（第八十一条の十八第一項（連

結法人税の個別帰属額の計算）に規定する個別所得金額を含む。）で留保している金額として政令

で定める金額をいう。  
十八の二  連結利益積立金額 連結法人（連結申告法人に限る。）の連結所得の金額（所得の金

額を含む。）で留保している金額として政令で定める金額をいう。  
十八の三 ～ 四十四  （略） 
 
 
【法人税法施行令】 
 
（医療法人の設立に係る資産の受贈益等）  
第百三十六条の四  医療法人がその設立について贈与又は遺贈を受けた金銭の額又は金銭以外

の資産の価額は、その医療法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。  
２  社団である医療法人で持分の定めのあるものが持分の定めのない医療法人となる場合にお

いて、持分の全部又は一部の払戻しをしなかつたときは、その払戻しをしなかつたことにより生

ずる利益の額は、その医療法人の各事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。  
 
（利益積立金額）  
第九条  法第二条第十八号（定義）に規定する政令で定める金額は、同号に規定する法人の当該

事業年度前の各事業年度（当該法人の当該事業年度前の各事業年度のうちに連結事業年度に該当

する事業年度がある場合には、各連結事業年度の連結所得に対する法人税を課される最終の連結

事業年度（以下この項において「最終連結事業年度」という。）後の各事業年度に限る。以下この

項において「過去事業年度」という。）の第一号から第七号までに掲げる金額の合計額から当該法

人の過去事業年度の第八号から第十二号までに掲げる金額の合計額を減算した金額（当該法人の
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当該事業年度前の各事業年度のうちに連結事業年度に該当する事業年度がある場合には、最終連

結事業年度終了の時における連結個別 
利益積立金額を加算した金額）に、当該法人の当該事業年度開始の日以後の第一号から第七号ま

でに掲げる金額を加算し、これから当該法人の同日以後の第八号から第十二号までに掲げる金額

を減算した金額とする。  
一  イからチまでに掲げる金額の合計額からリからルまでに掲げる金額の合計額を減算した金

額（当該金額のうちに当該法人が留保していない金額がある場合には当該留保していない金額を

減算した金額とし、公益法人等又は人格のない社団等にあつては収益事業から生じたものに限

る。）  
イ～ト （略） 
チ 第百三十六条の四第一項（医療法人の設立に係る資産の受贈益等）に規定する金銭の額又は

金銭以外の資産の価額及び同条第二項に規定する利益の額 
リ～ル（略） 
二～十二（略）  
２～４（略） 
 
（連結利益積立金額）  
第九条の二  法第二条第十八号の二（定義）に規定する政令で定める金額は、各連結法人（同号

に規定する連結申告法人に限る。）の当該連結事業年度前の各連結事業年度（当該連結法人の当該

連結事業年度前の各事業年度のうちに連結事業年度に該当しない事業年度がある場合には、各事

業年度の所得に対する法人税を課される最終の事業年度（以下この項において「最終事業年度」

という。）後の各連結事業年度に限る。以下この項において「過去連結事業年度」という。）の第

一号から第五号までに掲げる金額の合計額から当該連結法人の過去連結事業年度の第六号及び第

七号に掲げる金額の合計額を減算した金額（当該連結法人の当該連結事業年度前の各事業年度の

うちに連結事業年度に該当しない事業年度がある場合には、最終事業年度終了の時における利益

積立金額を加算した金額）に、当該連結法人の当該連結事業年度開始の日以後の第一号から第五

号までに掲げる金額を加算し、これから当該連結法人の同日以後の第六号及び第七号に掲げる金

額を減算した金額の合計額とする。  
一  イからチまでに掲げる金額の合計額からリからルまでに掲げる金額の合計額を減算した金

額（当該金額のうちに当該連結法人が留保していない金額がある場合には、当該留保していない

金額を減算した金額）  
イ～ト（略） 
チ 個別益金額を計算する場合の第百三十六条の四第一項（医療法人の設立に係る資産の受贈益

等）に規定する金銭の額又は金銭以外の資産の価額及び同条第二項に規定する利益の額 
リ～ル 
二～七（略） 
２～３（略）  
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【相続税法】 
（贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合）  
第九条  第五条から前条まで及び次節に規定する場合を除くほか、対価を支払わないで、又は著

しく低い価額の対価で利益を受けた場合においては、当該利益を受けた時において、当該利益を

受けた者が、当該利益を受けた時における当該利益の価額に相当する金額（対価の支払があつた

場合には、その価額を控除した金額）を当該利益を受けさせた者から贈与（当該行為が遺言によ

りなされた場合には、遺贈）により取得したものとみなす。ただし、当該行為が、当該利益を受

ける者が資力を喪失して債務を弁済することが困難である場合において、その者の扶養義務者か

ら当該債務の弁済に充てるためになされたものであるときは、その贈与又は遺贈により取得した

ものとみなされた金額のうちその債務を弁済することが困難である部分の金額については、この

限りでない。  
 
（人格のない社団又は財団等に対する課税）  
第六十六条  代表者又は管理者の定めのある人格のない社団又は財団に対し財産の贈与又は遺

贈があつた場合においては、当該社団又は財団を個人とみなして、これに贈与税又は相続税を課

する。この場合においては、贈与により取得した財産について、当該贈与をした者の異なるごと

に、当該贈与をした者の各一人のみから財産を取得したものとみなして算出した場合の贈与税額

の合計額をもつて当該社団又は財団の納付すべき贈与税額とする。  
２  前項の規定は、同項に規定する社団又は財団を設立するために財産の提供があつた場合につ

いて準用する。  
３  前二項の場合において、第一条の三又は第一条の四の規定の適用については、第一項に規定

する社団又は財団の住所は、その主たる営業所又は事務所の所在地にあるものとみなす。  
４  前三項の規定は、持分の定めのない法人に対し財産の贈与又は遺贈があつた場合において、

当該贈与又は遺贈により当該贈与又は遺贈をした者の親族その他これらの者と第六十四条第一項

に規定する特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認めら

れるときについて準用する。この場合において、第一項中「代表者又は管理者の定めのある人格

のない社団又は財団」とあるのは「持分の定めのない法人」と、「当該社団又は財団」とあるのは

「当該法人」と、第二項及び第三項中「社団又は財団」とあるのは「持分の定めのない法人」と

読み替えるものとする。  
５  第一項（第二項において準用する場合を含む。）又は前項の規定の適用がある場合において、

これらの規定により第一項若しくは第二項の社団若しくは財団又は前項の持分の定めのない法人

に課される贈与税又は相続税の額については、政令で定めるところにより、これらの社団若しく

は財団又は持分の定めのない法人に課されるべき法人税その他の税の額に相当する額を控除する。  
６  第四項の相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるか否かの判定

その他同項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  
 
（同族会社等の行為又は計算の否認等）  
第六十四条  同族会社等の行為又は計算で、これを容認した場合においてはその株主若しくは社

員又はその親族その他これらの者と政令で定める特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担
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を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは、税務署長は、相続税又は贈与税

についての更正又は決定に際し、その行為又は計算にかかわらず、その認めるところにより、課

税価格を計算することができる。  
 
（特別の法人から受ける利益に対する課税）  
第六十五条  持分の定めのない法人（持分の定めのある法人で持分を有する者がないものを含む。

次条において同じ。）で、その施設の利用、余裕金の運用、解散した場合における財産の帰属等に

ついて設立者、社員、理事、監事若しくは評議員、当該法人に対し贈与若しくは遺贈をした者又

はこれらの者の親族その他これらの者と前条第一項に規定する特別の関係がある者に対し特別の

利益を与えるものに対して財産の贈与又は遺贈があつた場合においては、次条第四項の規定の適

用がある場合を除くほか、当該財産の贈与又は遺贈があつた時において、当該法人から特別の利

益を受ける者が、当該財産（第十二条第一項第三号又は第二十一条の三第一項第三号に掲げる財

産を除く。）の贈与又は遺贈により受ける利益の価額に相当する金額を当該財産の贈与又は遺贈を

した者から贈与又は遺贈により取得したものとみなす。  
２  第十二条第二項の規定は、前項に規定する持分の定めのない法人が取得した同条第一項第三

号又は第二十一条の三第一項第三号に掲げる財産について第十二条第二項に規定する事由がある

場合について準用する。  
３  前二項の規定は、第一項に規定する持分の定めのない法人の設立があつた場合において、同

項の法人から特別の利益を受ける者が当該法人の設立により受ける利益について準用する。  
４  第一項の法人から特別の利益を受ける者の範囲、法人から受ける特別の利益の内容その他同

項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  
 
 
【相続税法施行令】 
 
（同族関係者の範囲等）  
第三十一条  法第六十四条第一項に規定する政令で定める特別の関係がある者は、次に掲げる者

とする。  
一  株主又は社員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者及びその

者の親族でその者と生計を一にしているもの  
二  株主又は社員たる個人の使用人及び使用人以外の者で当該個人から受ける金銭その他の財

産によつて生計を維持しているもの並びにこれらの者の親族でこれらの者と生計を一にしている

もの  
 
（人格のない社団又は財団等に課される贈与税等の額の計算の方法等）  
第三十三条    
１～２（略） 
３  贈与又は遺贈により財産を取得した法第六十五条第一項に規定する持分の定めのない法人

が、次に掲げる要件を満たすときは、法第六十六条第四項の相続税又は贈与税の負担が不当に減
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少する結果となると認められないものとする。  
一  その運営組織が適正であるとともに、その寄附行為、定款又は規則において、その役員等の

うち親族関係を有する者及びこれらと次に掲げる特殊の関係がある者（次号において「親族等」

という。）の数がそれぞれの役員等の数のうちに占める割合は、いずれも三分の一以下とする旨の

定めがあること。  
イ 当該親族関係を有する役員等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者 
ロ 当該親族関係を有する役員等の使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その

他の財産によつて生計を維持しているもの 
ハ イ又はロに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 
ニ 当該親族関係を有する役員等及びイからハまでに掲げる者のほか、次に掲げる法人の法人税

第二条第十五号（定義）に規定する役員（（１）において「会社役員」という。）又は使用人であ

る者 
（１） 当該親族関係を有する役員等が会社役員となつている他の法人 
（２） 当該親族関係を有する役員等及びイからハまでに掲げる者並びにこれらの者と法人税法

第二条第十号に規定する政令で定める特殊の関係のある法人を判定の基礎にした場合に同号に規

定する同族会社に該当する他の法人 
二  当該法人に財産の贈与若しくは遺贈をした者、当該法人の設立者、社員若しくは役員等又は

これらの者の親族等に対し、施設の利用、余裕金の運用、解散した場合における財産の帰属、金

銭の貸付け、資産の譲渡、給与の支給、役員等の選任その他財産の運用及び事業の運営に関して

特別の利益を与えないこと。  
三  その寄附行為、定款又は規則において、当該法人が解散した場合にその残余財産が国若しく

は地方公共団体又は公益社団法人若しくは公益財団法人その他の公益を目的とする事業を行う法

人（持分の定めのないものに限る。）に帰属する旨の定めがあること。  
四  当該法人につき法令に違反する事実、その帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし、又は

仮装して記録又は記載をしている事実その他公益に反する事実がないこと。  
（法人から受ける特別の利益の内容等）  
第三十二条  法第六十五条第一項の法人から受ける特別の利益は、施設の利用、余裕金の運用、

解散した場合における財産の帰属、金銭の貸付け、資産の譲渡、給与の支給、役員等（理事、監

事、評議員その他これらの者に準ずるものをいう。次条第三項において同じ。）の選任その他財産

の運用及び事業の運営に関して当該法人から受ける特別の利益（以下この条において「特別利益」

という。）とし、法第六十五条第一項の法人から特別の利益を受ける者は、同項 の贈与又は遺贈

をした者からの当該法人に対する当該財産の贈与又は遺贈に関して当該法人から特別利益を受け

たと認められる者とする。  
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贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する財産に関する部分）及び持分の定めの

ない法人に対して財産の贈与等があった場合の取扱いについて （抜粋） 
昭和 39 年 6 月 9 日付 直審(資)24、直資 77 

昭和 39 年 12 月 24 日付 直審(資)45、直資 173 改正 
昭和 55 年 4 月 23 日付 直資 2-182 改正 
昭和 57 年 5 月 17 日付 直資 2-177 改正 

平成元年 5 月 8 日付 直資 2-209 改正 
平成 4 年 6 月 19 日付 課資 2-158 改正 
平成 8 年 6 月 18 日付 課資 2-116 改正 

平成 10 年 6 月 18 日付 課資 2-244 改正 
平成 12 年 6 月 23 日付 課資 2-258 改正 

平成 15 年 6 月 24 日付 課資 2-1 改正 
平成 16 年 6 月 10 日付 課資 2-6 改正 
平成 20 年 7 月 8 日付 課資 2-8 改正 

 
第 1 （略） 
 
第 2 持分の定めのない法人に対する贈与税の取扱い 
 （法第 66 条第 4 項の規定の趣旨） 
12 法第 66 条第 4 項の規定は、持分の定めのない法人（持分の定めのある法人で持分を有する

者がないものを含む。以下同じ。）に対する財産の贈与又は当該法人を設立するための財産の提供

（以下「贈与等」という。）により贈与等をした者又はこれらの者の親族その他これらの者と法第

64条第 1項に規定する特別の関係がある者が当該法人の施設又は余裕金を私的に利用するなど当

該法人から特別の利益を受けているような場合には、実質的には、当該贈与等をした者が当該贈

与等に係る財産を有し、又は特別の利益を受ける者に当該特別の利益を贈与したのと同じことと

なり、したがって当該贈与等をした者について相続が開始した場合には、当該財産は遺産となっ

て相続税が課され、又は特別の利益を受ける者に対し贈与税が課されるのにかかわらず、法人に

対し財産の贈与等をすることによりこれらの課税を免れることとなることに顧み、当該法人に対

する財産の贈与等があった際に当該法人に贈与税を課することとしているものであることに留意

する。 
（持分の定めのない法人） 
13 法第 66 条第 4 項に規定する「持分の定めのない法人」とは、例えば、次に掲げる法人をい

うことに留意する。 
(1) 定款、寄附行為若しくは規則（これらに準ずるものを含む。以下 13 において「定款等」と

いう。）又は法令の定めにより、当該法人の社員、構成員（当該法人へ出資している者に限る。以

下 13 において「社員等」という。）が当該法人の出資に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求

権を行使することができない法人 
(2) 定款等に、社員等が当該法人の出資に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求権を行使する

ことができる旨の定めはあるが、そのような社員等が存在しない法人 
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(注) 持分の定めがある法人（持分を有する者がないものを除く。）に対する財産の贈与等があっ

たときは、当該法人の出資者等について法第 9 条の規定を適用すべき場合があることに留意する。 
（相続税等の負担の不当減少についての判定） 
14 法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認め

られるとき」かどうかの判定は、原則として、贈与等を受けた法人が法施行令第 33 条第 3 項各号

に掲げる要件を満たしているかどうかにより行うものとする。 
 ただし、当該法人の社員、役員等（法施行令第 32 条に規定する役員等をいう。以下同じ。）及

び当該法人の職員のうちに、その財産を贈与した者若しくは当該法人の設立に当たり財産を提供

した者又はこれらの者と親族その他法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に規定する特殊の関係がある

者が含まれていない事実があり、かつ、これらの者が、当該法人の財産の運用及び事業の運営に

関して私的に支配している事実がなく、将来も私的に支配する可能性がないと認められる場合に

は、同号の要件を満たさないときであっても、同項第 2 号から第 4 号までの要件を満たしている

ときは、法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認

められるとき」に該当しないものとして取り扱う。 
（その運営組織が適正であるかどうかの判定） 
15 法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に規定する「その運営組織が適正である」かどうかの判定は、

財産の贈与等を受けた法人について、次に掲げる事実が認められるかどうかにより行うものとし

て取り扱う。 
(1) 次に掲げる法人の態様に応じ、定款、寄附行為又は規則（これらに準ずるものを含む。以下

同じ。）において、それぞれ次に掲げる事項が定められていること。 
イ 一般社団法人（略） 
ロ 一般財団法人（略） 
ハ 学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人その他の持分の定めのない法人 
(イ) その法人に社員総会又はこれに準ずる議決機関がある法人 
A  理事の定数は 6 人以上、監事の定数は 2 人以上であること。 
B  理事及び監事の選任は、例えば、社員総会における社員の選挙により選出されるなどその地

位にあることが適当と認められる者が公正に選任されること。 
C  理事会の議事の決定は、次の E に該当する場合を除き、原則として、理事会において理事総

数（理事現在数）の過半数の議決を必要とすること。 
D  社員総会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、社員総数の過半数が出席し、

その出席社員の過半数の議決を必要とすること。 
E  次に掲げる事項（次の F により評議員会などに委任されている事項を除く。）の決定は、社員

総会の議決を必要とすること。 
 この場合において、次の(E)及び(F)以外の事項については、あらかじめ理事会における理事総

数（理事現在数）の 3 分の 2 以上の議決を必要とすること。 
(A) 収支予算（事業計画を含む。） 
(B) 収支決算（事業報告を含む。） 
(C) 基本財産の処分 
(D) 借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。）その他新たな義務の
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負担及び権利の放棄 
(E) 定款の変更 
(F) 解散及び合併 
(G) 当該法人の主たる目的とする事業以外の事業に関する重要な事項 
F  社員総会のほかに事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員会などの制度が設けら

れ、上記(E)及び(F)以外の事項の決定がこれらの機関に委任されている場合におけるこれらの機

関の構成員の定数及び選任並びに議事の決定については次によること。 
(A) 構成員の定数は、理事の定数の 2 倍を超えていること。 
(B) 構成員の選任については、上記ハ(イ)の B に準じて定められていること。 
(C) 議事の決定については、原則として、構成員総数の過半数の議決を必要とすること。 
G  上記ハ(イ)の C から F までの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知された事項につい

て書面をもって意思を表示した者は、出席者とみなすことができるが、他の者を代理人として表

決を委任することはできないこと。 
H  役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこと。 
I  監事には、理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評議員（その親族その他

特殊の関係がある者を含む。）並びにその法人の職員が含まれてはならないこと。また、監事は、

相互に親族その他特殊の関係を有しないこと。 
(ロ) 上記ハの(イ)以外の法人 （略） 
 (注)1 上記ハの(イ)及び(ロ)に掲げるほか、法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に定める親族その他

特殊の関係にある者に関する規定及び同項第 3 号に定める残余財産の帰属に関する規定が定款、

寄附行為又は規則に定められていなければならないことに留意する。 
 2 上記ハの法人の定款、寄附行為又は規則が、標準的な定款、寄附行為又は規則（租税特別措

置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 40 条((国等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税))
の規定の適用に関し通達の定めによる標準的な定款、寄附行為又は規則をいう。）に従って定めら

れている場合には、上記 15 の(1)に該当するものとして取り扱うことに留意する。 
 (2) 贈与等を受けた法人の事業の運営及び役員等の選任等が、法令及び定款、寄附行為又は規

則に基づき適正に行われていること。 
(注) 他の一の法人（当該他の一の法人と法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 4 条第 2
号((同族関係者の範囲))に定める特殊の関係がある法人を含む。）又は団体の役員及び職員の数が

当該法人のそれぞれの役員等のうちに占める割合が 3 分の 1 を超えている場合には、当該法人の

役員等の選任は、適正に行われていないものとして取り扱う。 
(3) 贈与等を受けた法人が行う事業が、原則として、その事業の内容に応じ、その事業を行う地

域又は分野において社会的存在として認識される程度の規模を有していること。この場合におい

て、例えば、次のイからヌまでに掲げる事業がその法人の主たる目的として営まれているときは、

当該事業は、社会的存在として認識される程度の規模を有しているものとして取り扱う。 
イ～リ （略） 
ヌ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 2 第 2 項に規定する医療提供施設を設置運営す

る事業を営む法人で、その事業が次の(イ)及び(ロ)の要件又は(ハ)の要件を満たすもの 
(イ) 医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第 30 条の 35 の 2 第 1 項第 1 号ホ及び第 2
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号((社会医療法人の認定要件))に定める要件（この場合において、同号イの判定に当たっては、介

護保険法（平成 9 年法律第 123 号）の規定に基づく保険給付に係る収入金額を社会保険診療に係

る収入に含めて差し支えないものとして取り扱う。） 
(ロ) その開設する医療提供施設のうち 1 以上のものが、その所在地の都道府県が定める医療法

第 30 条の 4 第 1 項に規定する医療計画において同条第 2 項第 2 号に規定する医療連携体制に係

る医療提供施設として記載及び公示されていること。 
(ハ) その法人が租税特別措置法施行令第 39 条の 25第 1項第 1号((法人税率の特例の適用を受け

る医療法人の要件等))に規定する厚生労働大臣が財務大臣と協議して定める基準を満たすもの 
（特別の利益を与えること） 
16 法施行令第 33 条第 3 項第 2 号の規定による特別の利益を与えることとは、具体的には、例

えば、次の(1)又は(2)に該当すると認められる場合がこれに該当するものとして取り扱う。 
(1) 贈与等を受けた法人の定款、寄附行為若しくは規則又は贈与契約書等において、次に掲げる

者に対して、当該法人の財産を無償で利用させ、又は与えるなどの特別の利益を与える旨の記載

がある場合 
イ 贈与等をした者 
ロ 当該法人の設立者、社員若しくは役員等 
ハ 贈与等をした者、当該法人の設立者、社員若しくは役員等（以下 16 において「贈与等をした

者等」という。）の親族 
ニ 贈与等をした者等と次に掲げる特殊の関係がある者（次の(2)において「特殊の関係がある者」

という。） 
(イ) 贈与等をした者等とまだ婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
(ロ) 贈与等をした者等の使用人及び使用人以外の者で贈与等をした者等から受ける金銭その他

の財産によって生計を維持しているもの 
(ハ) 上記(イ)又は(ロ)に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 
(ニ) 贈与等をした者等が会社役員となっている他の会社 
(ホ) 贈与等をした者等、その親族、上記(イ)から(ハ)までに掲げる者並びにこれらの者と法人税

法第2条第10号に規定する政令で定める特殊の関係のある法人を判定の基礎とした場合に同号に

規定する同族会社に該当する他の法人 
(ヘ) 上記(ニ)又は(ホ)に掲げる法人の会社役員又は使用人 
(2) 贈与等を受けた法人が、贈与等をした者等又はその親族その他特殊の関係がある者に対して、

次に掲げるいずれかの行為をし、又は行為をすると認められる場合 
イ 当該法人の所有する財産をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させること。 
ロ 当該法人の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。 
ハ 当該法人の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付をすること。 
ニ 当該法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で譲渡すること。 
ホ これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃貸料で借り受けること。 
ヘ これらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれらの者から当該

法人の事業目的の用に供するとは認められない財産を取得すること。 
ト これらの者に対して、当該法人の役員等の地位にあることのみに基づき給与等を支払い、又
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は当該法人の他の従業員に比し過大な給与等を支払うこと。 
チ これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引受け（当該法人の設立のための財産の

提供に伴う債務の引受けを除く。）をすること。 
リ 契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者が行う物品の販

売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他の事業に係る契約の相手方となること。 
ヌ 事業の遂行により供与する利益を主として、又は不公正な方法で、これらの者に与えること。 
（判定の時期等） 
17 法第 66 条第 4 項の規定を適用すべきかどうかの判定は、贈与等の時を基準としてその後に

生じた事実関係をも勘案して行うのであるが、贈与等により財産を取得した法人が、財産を取得

した時には法施行令第 33 条第 3 項各号に掲げる要件を満たしていない場合においても、当該財産

に係る贈与税の申告書の提出期限又は更正若しくは決定の時までに、当該法人の組織、定款、寄

附行為又は規則を変更すること等により同項各号に掲げる要件を満たすこととなったときは、当

該贈与等については法第 66 条第 4 項の規定を適用しないこととして取り扱う。 
（社会一般の寄附金程度の贈与等についての不適用） 
18 法施行令第 33 条第 3 項各号に掲げる要件を満たしていないと認められる法人に対して財産

の贈与等があつた場合においても、当該財産の多寡等からみて、それが社会一般においてされて

いる寄附と同程度のものであると認められるときは、法第 66 条第 4 項の規定を適用しないものと

して取り扱う。 
（持分の定めのない法人に対する贈与税課税の猶予等） 
19 法令及びこの通達により判断して法第 66 条第 4 項の規定を適用すべき場合においては、贈

与等をした者の譲渡所得について租税特別措置法第 40 条の規定による承認申請書が提出された

場合においても、課税の猶予をしないことに留意する。 
（贈与等をした者以外の者に特別の利益を与える場合） 
20 持分の定めのない法人が、当該法人に対する財産の贈与等に関して、当該贈与等をした者及

びその者の親族その他これらの者と法第64条第1項に規定する特別の関係がある者以外の者で当

該法人の設立者、社員若しくは役員等又はこれらの者の親族その他これらの者と法第 64 条第 1
項に規定する特別の関係がある者に対し特別の利益を与えると認められる場合には、法第 66 条第

4 項の規定の適用はないが、当該特別の利益を受ける者に対して法第 65 条の規定が適用されるこ

とに留意する。 
 この場合において、贈与等に関して特別の利益を与えると認められる場合とは、「16」の(1)及
び(2)に掲げる場合をいうものとして取り扱う。 
（持分の定めのない法人から受ける利益の価額） 
21 「20」の場合において、法第 65 条第 1 項に規定する「贈与により受ける利益の価額」とは、

贈与等によって法人が取得した財産の価額によるのではなく、当該法人に対する当該財産の贈与

に関して当該法人から特別の利益を受けたと認められる者が当該法人から受けた当該特別の利益

の実態により評価するのであるから留意する。 
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資産課税課情報  第 14 号 平成 20 年 7 月 25 日 

  国税庁のホームページより抜粋 

 

 
「贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する財産に関する部分）及び公益法人に

対して財産の贈与等があった場合の取扱いについて」（法令解釈通達）の一部改正のあらまし（情

報） 
 「贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する財産に関する部分）及び公益法人

に対して財産の贈与等があった場合の取扱いについて」（法令解釈通達）については、平成 20 年

7 月 8 日付課資 2－8 ほか 1 課共同「『贈与税の非課税財産（公益を目的とする事業の用に供する

財産に関する部分）及び公益法人に対して財産の贈与等があった場合の取扱いについて』等の一

部改正について」（法令解釈通達）により所要の改正を行ったところであるが、そのあらましにつ

いて別添のとおり送付するので、執務の参考とされたい。 
 なお、単なる条項の異動等その改正の内容が形式的なものについては省略した。 
 また、上記法令解釈通達による改正後の取扱いは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（平成 18 年法律第 48 号）の施行の日（平成 20 年 12 月 1 日）以後に贈与により取得する財産

に係る贈与税について適用し、同日前に贈与により取得した財産に係る贈与税については、なお

従前の例によることとしているのであるから留意されたい。  
別添 
目次 
【第１ 公益事業用財産の非課税に関する取扱い】 
２ 公益の増進に寄与するところが著しいと認められる事業 
４ 個人が特別の利益を与えること 
【第 2 持分の定めのない法人に対する贈与税の取扱い】 
13 持分の定めのない法人 
14 相続税等の負担の不当減少についての判定 
15 その運営組織が適正であるかどうかの判定 
16 特別の利益を与えること 
【第 1 公益事業用財産の非課税に関する取扱い】 （略） 
 
【第 2 持分の定めのない法人に対する贈与税の取扱い】 
(持分の定めのない法人) 
13 法第 66 条第 4 項に規定する「持分の定めのない法人」とは、例えば、次に掲げる法人をい

うことに留意する。 
(1) 定款、寄附行為若しくは規則(これらに準ずるものを含む。以下 13 において「定款等」とい

う。)又は法令の定めにより、当該法人の社員、構成員(当該法人へ出資している者に限る。以下

13 において「社員等」という。)が当該法人の出資に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求権

を行使することができない法人 
(2) 定款等に、社員等が当該法人の出資に係る残余財産の分配請求権又は払戻請求権を行使する



 

 128

ことができる旨の定めはあるが、そのような社員等が存在しない法人 
(注) 持分の定めがある法人(持分を有する者がないものを除く。)に対する財産の贈与等があった

ときは、当該法人の出資者等について法第 9 条の規定を適用すべき場合があることに留意する。 
（新設） 
（説明） 
 相続税及び贈与税の納税義務者は、相続、遺贈又は贈与により財産を取得した個人を原則とす

るが(相法 1 の 3、1 の 4)、形式的には個人が法人に対して贈与又はその法人を設立するための財

産の提供(以下「贈与等」という。)を行った場合でも、その贈与等をした個人又はこれらの者の親

族等が贈与等を受けた法人から特別の利益を受けているようなときには、実質的には、贈与等を

した個人が贈与等に係る財産を有し、又は特別の利益を受ける者に特別の利益を贈与したのと同

じこととなる。当該贈与等をした者について相続が開始した場合には、当該財産は遺産となって

相続税が課され、又は特別の利益を受ける者に対し贈与税が課されるのにかかわらず、法人に対

し財産の贈与等をすることによりこれらの課税を免れることとなるとすると、課税の公平を損な

うおそれがある。法第 65 条及び第 66 条第 4 項の規定は、このような贈与等を通じた租税回避を

防止する措置として規定されたものである。 
 今般の公益法人制度改革において、その設立に当たり公益目的を問わない一般社団法人や一般

財団法人の設立が可能となり、これらの法人を利用した相続税等の租税回避に利用されるおそれ

があることを受け、平成 20 年度税制改正では、公益法人制度改革に対応する税制上の措置の一つ

として、公益法人等に対する遺贈又は贈与を通じた租税回避措置である改正前の法第 65 条及び第

66 条第 4 項の対象となる法人の範囲が、「法人税法第 2 条第 6 号(定義)に規定する公益法人等そ

の他公益を目的とする事業を行う法人」から「持分の定めのない法人(持分の定めのある法人で持

分を有する者がいないものを含む。)」に改められるとともに所要の改正が行われた。 
 そこで、通達 13 では、「持分の定めのない法人」について、例示としてどのような法人がこれ

に当たるのかを留意的に明らかにした。 
 なお、持分の定めのある法人(持分を有する者がないものを除く。)に対する財産の贈与等があっ

たときは、当該財産の贈与等を受けた法人の出資者等について法第 9 条の規定を適用すべき場合

があることから、通達(注)では、そのことを留意的に明らかにした。 
 

(相続税等の負担の不当減少についての判定) 
14 法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認め

られるとき」かどうかの判定は、原則として、贈与等を受けた法人が法施行令第 33 条第 3 項各号

に掲げる要件を満たしているかどうかにより行うものとする。 
 ただし、当該法人の社員、役員等（法施行令第 32 条に規定する役員等をいう。以下同じ。）及

び当該法人の職員のうちに、その財産を贈与した者若しくは当該法人の設立に当たり財産を提供

した者又はこれらの者と親族その他法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に規定する特殊の関係がある

者が含まれていない事実があり、かつ、これらの者が、当該法人の財産の運用及び事業の運営に

関して私的に支配している事実がなく、将来も私的に支配する可能性がないと認められる場合に

は、同号の要件を満たさないときであっても、同項第 2 号から第 4 号までの要件を満たしている

ときは、法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認
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められるとき」に該当しないものとして取り扱う。  
（新設） 
（説明） 
 平成 20 年度税制改正後の法第 66 条第 4 項の規定では、持分の定めのない法人(持分の定めのあ

る法人で持分を有する者がいないものを含む。以下同じ。)に対して財産の贈与又は遺贈があった

場合(当該法人を設立するために財産の提供があった場合を含む。以下同じ。)において、その贈与

又は遺贈によりその贈与又は遺贈をした者の親族その他これらの者と法第64条第1項に規定する

特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるときに

は、その法人を個人とみなして、相続税又は贈与税を課することとされている。 
 この場合における「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるとき」

の判定については、従来、本通達の改正前の通達 14 で、その具体的な判定基準を定めていたが、

今般の公益法人制度改革に伴う税制改正の所要の措置により、法施行令第 33 条第 3 項において、

その判定基準が明記された。 
 そこで、通達 14 では、法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に減少す

る結果となると認められるとき」かどうかの判定について、原則的な取扱いを定めるとともに、

相続税又は贈与税の負担の減少がおよそ考えられない善意の第三者からの贈与等(寄附)について

例外的な取扱いを定めた。 
 まず、通達 14 では、「相続税又は贈与税の負担を不当に減少させる結果となると認められると

き」かどうかの判定は、原則として贈与等を受けた法人が法施行令第 33 条第 3 項各号に掲げる要

件を満たしているかどうかにより行うこととした。 
 他方、財産の贈与等(寄附)の中には、財産の贈与等を受ける法人の運営と全く関係のない者、い

わゆる善意の第三者からなされるものもあり、このような場合には、その法人からその贈与等を

した者等に特別の利益を与えることはおよそ考えられない。そこで、例外的な取扱いとして、通

達 14 のただし書において、贈与等を受けた法人の社員、役員等(法施行令第 32 条に規定する役員

等をいう。以下同じ。)及びその法人の職員のうちに、その財産を贈与した者若しくはその法人の

設立に当たり財産を提供した者又はこれらの者と親族その他法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に規

定する特殊の関係がある者が含まれていない事実があり、かつ、これらの者が、その法人の財産

の運用及び事業の運営に関して私的に支配している事実がなく、将来も私的に支配する可能性が

ないと認められる場合には、同号の要件を満たさないときであっても、同項第 2 号から第 4 号ま

での要件を満たしているときは、法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当に

減少する結果となると認められるとき」に該当しないものとして取り扱うこととした。 
 

(その運営組織が適正であるかどうかの判定) 
15 法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に規定する「その運営組織が適正である」かどうかの判定は、

財産の贈与等を受けた法人について、次に掲げる事実が認められるかどうかにより行うものとし

て取り扱う。 
(1) 次に掲げる法人の態様に応じ、定款、寄附行為又は規則(これらに準ずるものを含む。以下同

じ。)において、それぞれ次に掲げる事項が定められていること。  
イ 一般社団法人 （略） 
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ロ 一般財団法人 （略） 
ハ 学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人その他の持分の定めのない法人  
(イ) その法人に社員総会又はこれに準ずる議決機関がある法人  
A 理事の定数は 6 人以上、監事の定数は 2 人以上であること。 
B 理事及び監事の選任は、例えば、社員総会における社員の選挙により選出されるなどその地

位にあることが適当と認められる者が公正に選任されること。 
C 理事会の議事の決定は、次の E に該当する場合を除き、原則として、理事会において理事総

数(理事現在数)の過半数の議決を必要とすること。 
D 社員総会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、社員総数の過半数が出席し、

その出席社員の過半数の議決を必要とすること。 
E 次に掲げる事項(次の F により評議員会などに委任されている事項を除く。)の決定は、社員総

会の議決を必要とすること。 
 この場合において、次の(E)及び(F)以外の事項については、あらかじめ理事会における理事総

数(理事現在数)の 3 分の 2 以上の議決を必要とすること。  
(A) 収支予算(事業計画を含む。) 
(B) 収支決算(事業報告を含む。) 
(C) 基本財産の処分 
(D) 借入金(その会計年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。)その他新たな義務の負

担及び権利の放棄 
(E) 定款の変更 
(F) 解散及び合併 
(G) 当該法人の主たる目的とする事業以外の事業に関する重要な事項 
F 社員総会のほかに事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員会などの制度が設けら

れ、上記(E)及び(F)以外の事項の決定がこれらの機関に委任されている場合におけるこれらの機

関の構成員の定数及び選任並びに議事の決定については次によること。  
(A) 構成員の定数は、理事の定数の 2 倍を超えていること。 
(B) 構成員の選任については、上記ハ(イ)の B に準じて定められていること。 
(C) 議事の決定については、原則として、構成員総数の過半数の議決を必要とすること。 
G 上記ハ(イ)の C から F までの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知された事項につい

て書面をもって意思を表示した者は、出席者とみなすことができるが、他の者を代理人として表

決を委任することはできないこと。 
H 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこと。 
I 監事には、理事(その親族その他特殊の関係がある者を含む。)及び評議員(その親族その他特殊

の関係がある者を含む。)並びにその法人の職員が含まれてはならないこと。また、監事は、相互

に親族その他特殊の関係を有しないこと。 
(ロ) 上記ハの(イ)以外の法人 （略） 
 (注)1 上記ハの(イ)及び(ロ)に掲げるほか、法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に定める親族その他

特殊の関係にある者に関する規定及び同項第 3 号に定める残余財産の帰属に関する規定が定款、

寄附行為又は規則に定められていなければならないことに留意する。 
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2 上記ハの法人の定款、寄附行為又は規則が、標準的な定款、寄附行為又は規則(租税特別措置

法(昭和 32 年法律第 26 号)第 40 条((国等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税))の
規定の適用に関し通達の定めによる標準的な定款、寄附行為又は規則をいう。)に従って定められ

ている場合には、上記 15 の(1)に該当するものとして取り扱うことに留意する。 
 
 (2) 贈与等を受けた法人の事業の運営及び役員等の選任等が、法令及び定款、寄附行為又は規

則に基づき適正に行われていること。  
(注) 他の一の法人(当該他の一の法人と法人税法施行令(昭和 40 年政令第 97 号)第 4条第 2号((同
族関係者の範囲))に定める特殊の関係がある法人を含む。)又は団体の役員及び職員の数が当該法

人のそれぞれの役員等のうちに占める割合が 3 分の 1 を超えている場合には、当該法人の役員等

の選任は、適正に行われていないものとして取り扱う。 
(3) 贈与等を受けた法人が行う事業が、原則として、その事業の内容に応じ、その事業を行う地

域又は分野において社会的存在として認識される程度の規模を有していること。この場合におい

て、例えば、次のイからヌまでに掲げる事業がその法人の主たる目的として営まれているときは、

当該事業は、社会的存在として認識される程度の規模を有しているものとして取り扱う。  
イ～リ （略） 
ヌ 医療法(昭和 23 年法律第 205 号)第 1 条の 2 第 2 項に規定する医療提供施設を設置運営する事

業を営む法人で、その事業が次の(イ)及び(ロ)の要件又は(ハ)の要件を満たすもの  
(イ) 医療法施行規則(昭和 23 年厚生省令第 50 号)第 30 条の 35 の 2 第 1 項第 1 号ホ及び第 2 号

((社会医療法人の認定要件))に定める要件(この場合において、同号イの判定に当たっては、介護保

険法(平成 9 年法律第 123 号)の規定に基づく保険給付に係る収入金額を社会保険診療に係る収入

に含めて差し支えないものとして取り扱う。) 
(ロ) その開設する医療提供施設のうち 1 以上のものが、その所在地の都道府県が定める医療法

第 30 条の 4 第 1 項に規定する医療計画において同条第 2 項第 2 号に規定する医療連携体制に係

る医療提供施設として記載及び公示されていること。 
(ハ) その法人が租税特別措置法施行令第 39 条の 25第 1項第 1号((法人税率の特例の適用を受け

る医療法人の要件等))に規定する厚生労働大臣が財務大臣と協議して定める基準を満たすもの 
（新設） 
（説明） 
 平成 20 年度税制改正後の法第 66 条第 4 項の規定では、持分の定めのない法人に対して財産の

贈与又は遺贈があった場合において、その贈与又は遺贈によりその贈与又は遺贈をした者の親族

その他これらの者と法第64条第1項に規定する特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担が

不当に減少する結果となると認められるときは、その法人を個人とみなして、相続税又は贈与税

を課することとされている。 
 この場合における「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるとき」

の判定については、今般の税制改正において、法施行令第 33 条第 3 項において、その判定基準が

明記された。具体的には、贈与等により財産を取得した持分の定めのない法人が法施行令第 33
条第 3 項各号に掲げる要件を満たすときは、相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果とな

ると認められないものとされた。 
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 法第 66 条第 4 項の規定に基づく持分の定めのない法人に対する課税は、「相続税又は贈与税の

負担が不当に減少する結果となると認められること」を要件としていることから、その要件の判

定に当たっては、その贈与等があった時点の事実関係に基づき行うのはもちろんのこと、将来に

おける可能性をも考慮して行う必要がある。そのため、法施行令第 33 条第 3 項第 1 号に掲げる

「その運営組織が適正である」ことの判定に当たっても、持分の定めのない法人の事業の運営が

将来にわたり適正に行われることが担保されているか否かにより判定することが必要となる。 
 そこで、通達 15 では、「運営組織が適正である」ことについて、①一定の事項が定款等に定め

られていること、②事業運営及び役員等の選任等が定款等に基づき適正に行われていること、及

び③事業が社会的存在として認識される程度の規模を有していることをその判定の柱として掲げ、

具体的な取扱いを定めた。 
 法人の運営組織が適正であるかどうかの第 1 の要件として、法人の事業運営の憲法というべき

定款等に定めるべき事項として、役員その他の機関の構成、その選任の方法その他事業の運営の

基礎となる重要な事項について、その取扱いを明らかにした。 
 なお、通達 15(1)の(注)2 において、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成

18 年法律第 49 号)又は一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成 18 年法律第 50
号)(以下「公益認定法等」という。)に基づき公益認定を受けた公益社団法人及び公益財団法人に

ついては、公益認定法等に基づき行政庁の公益認定を受け、その監督の下に置かれることなどを

考慮し、公益認定法等に基づき行政庁の公益認定を受けた公益社団法人及び公益財団法人につい

ては、原則として、通達 15 の(1)に該当するものとして取り扱うことを明らかにした。 
 第 2 の要件として事業運営及び役員等の選任等が定款等に基づき適正に行われていることを示

した。これは、法人の運営組織が適正であるためには、定款等に定めるべき事項が定められてい

たとしても、その事業運営及び役員等の選任等が現実に法令及び定款等に基づき適正に行われて

いることが必要であることから、判定要件の一つとした。 
 第 3 の要件として事業が社会的存在として認識される程度の規模を有していることを示した。

これは、法人の事業が社会的存在として認識される程度の規模を有している場合には、広く地域

社会に認識されており、その事業運営についても事業実態が伴うとともに、地域社会住民の関心

が及ぶものであり、このような法人については、将来にわたってその運営が適正に行われるであ

ろうということが担保できるとの見地から、判定要件の一つとしたものである。 
 

(特別の利益を与えること) 
16 法施行令第 33 条第 3 項第 2 号の規定による特別の利益を与えることとは、具体的には、例

えば、次の(1)又は(2)に該当すると認められる場合がこれに該当するものとして取り扱う。 
(1) 贈与等を受けた法人の定款、寄附行為若しくは規則又は贈与契約書等において、次に掲げる

者に対して、当該法人の財産を無償で利用させ、又は与えるなどの特別の利益を与える旨の記載

がある場合  
イ 贈与等をした者 
ロ 当該法人の設立者、社員若しくは役員等 
ハ 贈与等をした者、当該法人の設立者、社員若しくは役員等(以下 16 において「贈与等をした
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者等」という。)の親族 
ニ 贈与等をした者等と次に掲げる特殊の関係がある者(次の(2)において「特殊の関係がある者」

という。)  
(イ) 贈与等をした者等とまだ婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
(ロ) 贈与等をした者等の使用人及び使用人以外の者で贈与等をした者等から受ける金銭その他

の財産によって生計を維持しているもの 
(ハ) 上記(イ)又は(ロ)に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの 
(ニ) 贈与等をした者等が会社役員となっている他の会社 
(ホ) 贈与等をした者等、その親族、上記(イ)から(ハ)までに掲げる者並びにこれらの者と法人税

法第2条第10号に規定する政令で定める特殊の関係のある法人を判定の基礎とした場合に同号に

規定する同族会社に該当する他の法人 
(ヘ) 上記(ニ)又は(ホ)に掲げる法人の会社役員又は使用人 
(2) 贈与等を受けた法人が、贈与等をした者等又はその親族その他特殊の関係がある者に対して、

次に掲げるいずれかの行為をし、又は行為をすると認められる場合  
イ 当該法人の所有する財産をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させること。 
ロ 当該法人の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。 
ハ 当該法人の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付をすること。 
ニ 当該法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で譲渡すること。 
ホ これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃貸料で借り受けること。 
ヘ これらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれらの者から当該

法人の事業目的の用に供するとは認められない財産を取得すること。 
ト これらの者に対して、当該法人の役員等の地位にあることのみに基づき給与等を支払い、又

は当該法人の他の従業員に比し過大な給与等を支払うこと。 
チ これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引受け(当該法人の設立のための財産の提

供に伴う債務の引受けを除く。)をすること。 
リ 契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者が行う物品の販

売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他の事業に係る契約の相手方となること。 
ヌ 事業の遂行により供与する利益を主として、又は不公正な方法で、これらの者に与えること。 
（新設） 
（説明） 
 平成 20 年度税制改正において、法第 66 条第 4 項に規定する「相続税又は贈与税の負担が不当

に減少する結果となると認められるとき」の判定基準が法施行令第 33 条第 3 項において明記され

た。 
 通達 16 においては、法施行令第 33 条第 3 項第 2 号に規定する特別の利益を与えられる者の範

囲を留意的に示すとともに、どのような場合が特別の利益を与えることとなるかについて例示的

に明らかにした。  
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特定医療法人関連法令等（抜粋） 

 

 

【租税特別措置法】 

 

（特定の医療法人の法人税率の特例）  

第六十七条の二  財団たる医療法人又は社団たる医療法人で持分の定めがないもの（清算中のも

のを除く。）のうち、その事業が医療の普及及び向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著し

く寄与し、かつ、公的に運営されていることにつき政令で定める要件を満たすものとして、政令

で定めるところにより国税庁長官の承認を受けたもの（医療法第四十二条の二第一項に規定する

社会医療法人を除く。）の当該承認を受けた後に終了した各事業年度の所得については、法人税法

第六十六条第一項又は第二項の規定にかかわらず、百分の二十二の税率により、法人税を課する。  

２  国税庁長官は、前項の承認を受けた医療法人について同項に規定する政令で定める要件を満

たさないこととなつたと認められる場合には、その満たさないこととなつたと認められる時まで

さかのぼつてその承認を取り消すものとする。この場合においては、その満たさないこととなつ

たと認められる時以後に終了した当該医療法人の各事業年度の所得については、同項の規定は、

適用しない。  

３  国税庁長官は、第一項の承認をしたとき、若しくは当該承認をしないことを決定したとき、

又は当該承認を取り消したときは、その旨を当該承認を申請した医療法人又は当該承認を受けて

いた医療法人に通知しなければならない。  

４  第一項の規定の適用がある場合において、法人税法第六十九条第一項の規定の適用について

は、同項中「第六十六条第一項から第三項まで（各事業年度の所得に対する法人税の税率）」とあ

るのは「租税特別措置法第六十七条の二第一項（特定の医療法人の法人税率の特例）」と、同法第

七十二条第一項又は第七十四条第一項の規定の適用については、同法第七十二条第一項第二号又

は第七十四条第一項第二号中「前節（税額の計算）」とあるのは「租税特別措置法第六十七条の二

第一項（特定の医療法人の法人税率の特例）及び前節第二款（税額控除）」とする。  

５  第二項及び第三項に定めるもののほか、第一項の承認を受けた法人が、当該承認を受けた後

に終了した各事業年度の所得について、同項の規定の適用を受けることをやめようとする場合の

手続その他同項及び前項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

 

第四十二条の三の二  次の表の第一欄に掲げる法人又は人格のない社団等（法人税法第二条第九

号に規定する普通法人（以下この項において「普通法人」という。）のうち各事業年度終了の時に

おいて同法第六十六条第六項各号及び第百四十三条第五項各号に掲げる法人に該当するものを除

く。）の平成二十一年四月一日から平成二十三年三月三十一日までの間に終了する各事業年度の所

得に係る同法その他法人税に関する法令の規定の適用については、同欄に掲げる法人又は人格の

ない社団等の区分に応じ同表の第二欄に掲げる規定中同表の第三欄に掲げる税率は、同表の第四

欄に掲げる税率とする。 
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第一欄 第二欄 第三欄 第四欄 

一 普通法人のうち当該各事業年度終了

の時において資本金の額若しくは出資金

の額が一億円以下であるもの若しくは資

本若しくは出資を有しないもの（第四号

に掲げる法人を除く。）又は人格のない社

団等 

法人税法第六

十六条第二項

及び第百四十

三条第二項 

百分の二十二 百分の十八 

二 一般社団法人等（法人税法別表第二

に掲げる一般社団法人及び一般財団法人

並びに公益社団法人及び公益財団法人を

いう。）又は同法以外の法律によつて公益

法人等（法人税法第二条第六号に規定す

る公益法人等をいう。次号において同

じ。）とみなされているもので政令で定め

るもの 

法人税法第六

十六条第二項 

百分の二十二 百分の十八 

三 公益法人等（前号に掲げる法人を除

く。）又は法人税法第二条第七号に規定す

る協同組合等（第六十八条第一項に規定

する協同組合等を除く。） 

同法第六十六

条第三項 

百分の二十二 百分の二十二（各

事業年度の所得の

金額のうち年八百

万円以下の金額に

ついては、百分の

十八） 

四 第六十七条の二第一項の規定による

承認を受けている同項に規定する医療法

人 

同項 百分の二十二 百分の二十二（各

事業年度の所得の

金額のうち年八百

万円以下の金額に

ついては、百分の

十八） 

 

 

２～５  （略） 

 

【法人税法】 

 

（各事業年度の所得に対する法人税の税率）  

第六十六条  内国法人である普通法人、一般社団法人等（別表第二に掲げる一般社団法人及び一

般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人をいう。次項及び第三項において同じ。）又は人

格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、各事業年度の所得の金

額に百分の三十の税率を乗じて計算した金額とする。  
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２  前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資

金の額が一億円以下であるもの若しくは資本若しくは出資を有しないもの、一般社団法人等又は

人格のない社団等の各事業年度の所得の金額のうち年八百万円以下の金額については、同項の規

定にかかわらず、百分の二十二の税率による。  

３  公益法人等（一般社団法人等を除く。）又は協同組合等に対して課する各事業年度の所得に

対する法人税の額は、各事業年度の所得の金額に百分の二十二の税率を乗じて計算した金額とす

る。  

４～６  （略） 

 

第六十九条  内国法人が各事業年度において外国法人税（外国の法令により課される法人税に相

当する税で政令で定めるものをいう。以下この項及び第八項において同じ。）を納付することとな

る場合には、当該事業年度の所得の金額につき第六十六条第一項から第三項まで（各事業年度の

所得に対する法人税の税率）の規定を適用して計算した金額のうち当該事業年度の所得でその源

泉が国外にあるものに対応するものとして政令で定めるところにより計算した金額（以下この条

において「控除限度額」という。）を限度として、その外国法人税の額（その所得に対する負担が

高率な部分として政令で定める外国法人税の額、内国法人の通常行われる取引と認められないも

のとして政令で定める取引に基因して生じた所得に対して課される外国法人税の額、内国法人の

法人税に関する法令の規定により法人税が課されないこととなる金額を課税標準として外国法人

税に関する法令により課されるものとして政令で定める外国法人税の額その他政令で定める外国

法人税の額を除く。以下この条において「控除対象外国法人税の額」という。）を当該事業年度の

所得に対する法人税の額から控除する。  

２～１３  （略）  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 137

社会医療法人関連法令等（抜粋） 

 

【法人税法】 

 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一～五  （略） 

六  公益法人等 別表第二に掲げる法人をいう。  

七～十二の十七  （略） 

十三  収益事業 販売業、製造業その他の政令で定める事業で、継続して事業場を設けて行われ

るものをいう。  

十四～四十四 （略） 

 

第四条  内国法人は、この法律により、法人税を納める義務がある。ただし、公益法人等又は人

格のない社団等については、収益事業を行う場合、法人課税信託の引受けを行う場合又は第八十

四条第一項（退職年金等積立金の額の計算）に規定する退職年金業務等を行う場合に限る。  

２～４  （略）  

 

（課税所得の範囲の変更等の場合のこの法律の適用）  

第十条の三  特定普通法人（一般社団法人若しくは一般財団法人又は医療法人のうち、普通法人

であるものをいう。以下この条において同じ。）が公益法人等に該当することとなる場合には、そ

の該当することとなる日の前日に当該特定普通法人が解散したものとみなして、次に掲げる規定

その他政令で定める規定を適用する。  

一  第八十条第四項（欠損金の繰戻しによる還付）  

二  第八十一条の三十一第三項（連結欠損金の繰戻しによる還付）  

２  特定普通法人が公益法人等に該当することとなつた場合には、その該当することとなつた日

に当該公益法人等が設立されたものとみなして、次に掲げる規定その他政令で定める規定を適用

する。  

一  第五十七条第一項（青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し）  

二  第五十八条第一項（青色申告書を提出しなかつた事業年度の災害による損失金の繰越し）  

三  第五十九条（会社更生等による債務免除等があつた場合の欠損金の損金算入）  

四  第八十条  

３  特定普通法人が当該特定普通法人を被合併法人とし、公益法人等を合併法人とする適格合併

を行つた場合の処理その他前二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（みなし事業年度）  

第十四条  次の各号に規定する法人（第五号から第七号までにあつてはこれらの規定に規定する

他の内国法人とし、第八号、第十二号、第十三号及び第十五号にあつてはこれらの規定に規定す

る連結子法人とし、第十一号及び第十六号にあつてはこれらの規定に規定する連結法人とし、第
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十四号にあつては同号に規定する連結親法人とする。）が当該各号に掲げる場合に該当することと

なつたときは、前条第一項の規定にかかわらず、当該各号に定める期間をそれぞれ当該法人の事

業年度とみなす。  

一～十九  （略） 

二十  公益法人等が事業年度の中途において普通法人若しくは協同組合等に該当することとな

つた場合又は普通法人若しくは協同組合等が事業年度の中途において公益法人等に該当すること

となつた場合 その事業年度開始の日からこれらの場合のうちいずれかに該当することとなつた

日の前日までの期間及びその該当することとなつた日からその事業年度終了の日までの期間  

二十一～二十五  （略） 

２ （略） 

 

（寄附金の損金不算入）  

第三十七条  内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（次項の規定の適用を受ける寄

附金の額を除く。）の合計額のうち、その内国法人の当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当

該事業年度の所得の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える部分の金

額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。  

２～３  （略） 

４  第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人等（別表

第二に掲げる一般社団法人及び一般財団法人を除く。以下この項及び次項において同じ。）その他

特別の法律により設立された法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献

その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものに対する当該法人の主たる目的

である業務に関連する寄附金（前項各号に規定する寄附金に該当するものを除く。）の額があると

きは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事

業年度の所得の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える場合には、当

該計算した金額に相当する金額）は、第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただ

し、公益法人等が支出した寄附金の額については、この限りでない。  

５  公益法人等がその収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出

した金額（公益社団法人又は公益財団法人にあつては、その収益事業に属する資産のうちからそ

の収益事業以外の事業で公益に関する事業として政令で定める事業に該当するもののために支出

した金額）は、その収益事業に係る寄附金の額とみなして、第一項の規定を適用する。  

６～１２  （略） 

 

第六十四条の四  一般社団法人若しくは一般財団法人又は医療法人（公益法人等に限る。次項に

おいて「特定公益法人等」という。）である内国法人が普通法人に該当することとなつた場合には、

その内国法人のその該当することとなつた日（以下この項及び第三項において「移行日」という。）

前の収益事業以外の事業から生じた所得の金額の累積額として政令で定めるところにより計算し

た金額（第三項において「累積所得金額」という。）又は当該移行日前の収益事業以外の事業から

生じた欠損金額の累積額として政令で定めるところにより計算した金額（第三項において「累積

欠損金額」という。）に相当する金額は、当該内国法人の当該移行日の属する事業年度の所得の金
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額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する。  

２  特定公益法人等を被合併法人とし、普通法人である内国法人を合併法人とする適格合併が行

われた場合には、当該被合併法人の当該適格合併前の収益事業以外の事業から生じた所得の金額

の累積額として政令で定めるところにより計算した金額（次項において「合併前累積所得金額」

という。）又は当該適格合併前の収益事業以外の事業から生じた欠損金額の累積額として政令で定

めるところにより計算した金額（次項において「合併前累積欠損金額」という。）に相当する金額

は、当該内国法人の当該適格合併の日の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損

金の額に算入する。  

３  第一項の内国法人が公益社団法人および公益財団法人の認定等に関する法律（平成十八年法

律第四十九号）第二十九条第一項又は第二項（公益認定の取消し）の規定によりこれらの規定に

規定する公益認定を取り消されたことにより普通法人に該当することとなつた法人である場合、

前項の内国法人が公益社団法人又は公益財団法人を被合併法人とする同項に規定する適格合併に

係る合併法人である場合その他の政令で定める場合に該当する場合における前二項の規定の適用

については、移行日又は当該適格合併の日以後に公益の目的のために支出される金額として政令

で定める金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、累積所得金額若しくは合併前累積

所得金額から控除し、又は累積欠損金額若しくは合併前累積欠損金額に加算する。  

４  前項の規定は、確定申告書に同項に規定する政令で定める金額及びその計算に関する明細の

記載があり、かつ、財務省令で定める書類の添付がある場合に限り、適用する。  

５  税務署長は、前項の記載又は書類の添付がない確定申告書の提出があつた場合においても、

その記載又は添付がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、第三項の規

定を適用することができる。  

６  前二項に定めるもののほか、第三項に規定する政令で定める金額を支出した事業年度におけ

る処理その他第一項から第三項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

（各事業年度の所得に対する法人税の税率）  

第六十六条  内国法人である普通法人、一般社団法人等（別表第二に掲げる一般社団法人及び一

般財団法人並びに公益社団法人及び公益財団法人をいう。次項及び第三項において同じ。）又は人

格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、各事業年度の所得の金

額に百分の三十の税率を乗じて計算した金額とする。  

２  前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資

金の額が一億円以下であるもの若しくは資本若しくは出資を有しないもの、一般社団法人等又は

人格のない社団等の各事業年度の所得の金額のうち年八百万円以下の金額については、同項の規

定にかかわらず、百分の二十二の税率による。  

３  公益法人等（一般社団法人等を除く。）又は協同組合等に対して課する各事業年度の所得に

対する法人税の額は、各事業年度の所得の金額に百分の二十二の税率を乗じて計算した金額とす

る。  

４～６  （略）  
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別表第二 公益法人等の表（第二条、第三条、第三十七条、第六十六条関係）  

名称 根拠法 

医療法人（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条の二第一項（社会

医療法人）に規定する社会医療法人に限る。） 

医療法 

 

 

【法人税法施行令】 

 

（収益事業の範囲）  

第五条  法第二条第十三号（収益事業の意義）に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業

（その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。）とする。  

一  物品販売業（動植物その他通常物品といわないものの販売業を含む。）のうち次に掲げるも

の以外のもの  

イ 公益社団法人若しくは公益財団法人又は法別表第二に掲げる一般社団法人若しくは一般財団

法人（第二十九号において「公益社団法人等」という。）が行う児童福祉法（昭和二十二年法律第

百六十四号）第七条第一項（児童福祉施設）に規定する児童福祉施設の児童の給食用の輸入脱脂

粉乳（関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）第九条第一項（軽減税率の適用手続）の

規定の適用を受けたものに限る。）の販売業 

ロ 小規模企業者等設備導入資金助成法（昭和三十一年法律第百十五号）第十四条（特定の貸与

機関）に規定する貸与機関が同法第二条第六項（定義）に規定する設備貸与事業として行う設備

（同法第十二条第一項（事業計画）に規定する事業計画に係るものに限る。）の販売業 

二  不動産販売業のうち次に掲げるもの以外のもの  

イ 次に掲げる法人で、その業務が地方公共団体の管理の下に運営されているもの（以下この項

において「特定法人」という。）の行う不動産販売業 

（１） その社員総会における議決権の総数の二分の一以上の数が当該地方公共団体により保有

されている公益社団法人又は法別表第二に掲げる一般社団法人 

（２） その拠出をされた金額の二分の一以上の金額が当該地方公共団体により拠出をされてい

る公益財団法人又は法別表第二に掲げる一般財団法人 

（３） その社員総会における議決権の全部が（１）又は（２）に掲げる法人により保有されて

いる公益社団法人又は法別表第二に掲げる一般社団法人 

（４） その拠出をされた金額の全額が（１）又は（２）に掲げる法人により拠出をされている

公益財団法人又は法別表第二に掲げる一般財団法人 

ロ 日本勤労者住宅協会が日本勤労者住宅協会法（昭和四十一年法律第百三十三号）第二十三条

第一号及び第二号（住宅の建設及び譲渡等）に掲げる業務として行う不動産販売業 

ハ 独立行政法人農業者年金基金が独立行政法人農業者年金基金法（平成十四年法律第百二十七

号）附則第六条第一項第二号（業務の特例）に掲げる業務として行う不動産販売業 

ニ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成十四年法

律第百四十七号）第十五条第一項第八号及び第九号（業務の範囲）、同条第二項第五号、同法附則
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第五条第一項第一号から第三号まで（公団の工業再配置等業務に係る業務の特例）、同条第二項第

一号並びに同法附則第六条第三項第一号及び第二号（公団の産炭地域経過業務に係る業務の特例）

に掲げる業務並びに同法附則第八条の二第一項（旧新事業創出促進法に係る業務の特例）、同法附

則第八条の四第一項（旧特定産業集積活性化法に係る業務の特例）及び中小企業の新たな事業活

動の促進に関する法律（平成十一年法律第十八号）附則第四条第一項（独立行政法人中小企業基

盤整備機構法の特例）の規定に基づく業務として行う不動産販売業 

ホ 民間都市開発の推進に関する特別措置法（昭和六十二年法律第六十二号）第三条第一項（民

間都市開発推進機構の指定）に規定する民間都市開発推進機構（次号及び第五号において「民間

都市開発推進機構」という。）が同法第四条第一項第一号（機構の業務）及び同法附則第十四条第

二項第一号（機構の業務の特例）に掲げる業務並びに同条第十項（同条第十二項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定に基づく業務として行う不動産販売業 

ヘ 食品流通構造改善促進法（平成三年法律第五十九号）第十一条第一項（指定）に規定する食

品流通構造改善促進機構（第五号において「食品流通構造改善促進機構」という。）が同法第十二

条第二号（業務）に掲げる業務として行う不動産販売業 

三  金銭貸付業のうち次に掲げるもの以外のもの  

イ 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構が独立行政法人に係る改革を推進するための

農林水産省関係法律の整備に関する法律（平成十八年法律第二十六号）附則第十三条第二項（独

立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構の業務の特例等）の規定に基づく業務として行う金

銭貸付業 

ロ 独立行政法人勤労者退職金共済機構が中小企業退職金共済法の一部を改正する法律（平成十

四年法律第百六十四号）附則第五条（業務の特例）の規定に基づく業務として行う金銭貸付業 

ハ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が独立行政法人中小企業基盤整備機構法第十五条第一項

第三号、第四号及び第十二号並びに第二項第七号に掲げる業務として行う金銭貸付業 

ニ 所得税法施行令（昭和四十年政令第九十六号）第七十四条第五項（特定退職金共済団体の承

認）に規定する特定退職金共済団体が行う同令第七十三条第一項第五号ヘ（特定退職金共済団体

の要件）に掲げる貸付金に係る金銭貸付業 

ホ 独立行政法人農業者年金基金が独立行政法人農業者年金基金法附則第六条第一項第二号に掲

げる業務として行う金銭貸付業 

ヘ 独立行政法人自動車事故対策機構が独立行政法人自動車事故対応機構法（平成十四年法律第

百八十三号）第十三条第五号及び第六号（業務の範囲）に掲げる業務として行う金銭貸付業 

ト 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構法（平成十四年法律第百四十五号）附則第六条第一項及び第九条第二項（経過業務）

の規定に基づく業務として行う金銭貸付業 

チ 民間都市開発推進機構が民間都市開発の推進に関する特別措置法第四条第一項第二号（機構

の業務）及び都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第二十九条第一項第一号（民間

都市機構の行う都市再生事業支援業務）に掲げる業務として行う金銭貸付業 

リ 日本私立学校振興・共済事業団が日本私立学校振興・共済事業団法（平成九年法律第四十八

号）第二十三条第一項第二号（業務）に掲げる業務として行う金銭貸付業 

ヌ 小規模企業者等設備導入資金助成法第十四条に規定する貸与機関が同法第二条第五項に規定
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する設備資金貸付事業（同法第十二条第一項に規定する事業計画に係るものに限る。）として行う

金銭貸付業 

ル 独立行政法人情報通信研究機構が独立行政法人情報通信研究機構法（平成十一年法律第百六

十二号）附則第九条第五項（業務の特例）の規定に基づく業務として行う金銭貸付業 

四  物品貸付業（動植物その他通常物品といわないものの貸付業を含む。）のうち次に掲げるも

の以外のもの 

イ 土地改良事業団体連合会が会員に対し土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）第百十

一条の九（事業）に掲げる事業として行う物品貸付業 

ロ 特定法人が農業若しくは林業を営む者、地方公共団体又は農業協同組合、森林組合その他農

業若しくは林業を営む者の組織する団体（以下この号及び第十号ハにおいて「農業者団体等」と

いう。）に対し農業者団体等の行う農業又は林業の目的に供される土地の造成及び改良並びに耕う

ん整地その他の農作業のために行う物品貸付業 

ハ 小規模企業者等設備導入資金助成法第十四条に規定する貸与機関が同法第二条第六項に規定

する設備貸与事業として行う設備（同法第十二条第一項に規定する事業計画に係るものに限る。）

の貸付業  

五  不動産貸付業のうち次に掲げるもの以外のもの  

イ 特定法人が行う不動産貸付業 

ロ 日本勤労者住宅協会が日本勤労者住宅協会法第二十三条第一号及び第二号に掲げる業務とし

て行う不動産貸付業 

ハ 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条（定義）に規定する社会福祉法人が

同法第二条第三項第八号（定義）に掲げる事業として行う不動産貸付業 

ニ 宗教法人法（昭和二十六年法律第百二十六号）第四条第二項（宗教法人の定義）に規定する

宗教法人又は公益社団法人若しくは公益財団法人が行う墳墓地の貸付業 

ホ 国又は地方公共団体に対し直接貸し付けられる不動産の貸付業 

ヘ 主として住宅の用に供される土地の貸付業（イからハまで及びホに掲げる不動産貸付業を除

く。）で、その貸付けの対価の額が低廉であることその他の財務省令で定める要件を満たすもの 

ト 民間都市開発推進機構が民間都市開発の推進に関する特別措置法第四条第一項第一号に掲げ

る業務として行う不動産貸付業 

チ 独立行政法人農業者年金基金が独立行政法人農業者年金基金法附則第六条第一項第二号に掲

げる業務として行う不動産貸付業 

リ 食品流通構造改善促進機構が食品流通構造改善促進法第十二条第二号に掲げる業務として行

う不動産貸付業 

ヌ 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成五年法律第五十一号）

第三条第一項（基本指針）に規定する商工会等が同法第五条第一項（基盤施設計画の認定）に規

定する基盤施設事業として行う不動産（同項に規定する施設に該当するもののうち小規模事業者

に貸し付けられるものとして財務省令で定めるものに限る。）の貸付業 

ル 独立行政法人中小企業基盤整備機構が独立行政法人中小企業基盤整備機構法第十五条第一項

第八号及び第九号、同法附則第五条第一項第一号から第四号まで、同条第二項第一号並びに同法

附則第六条第三項第一号及び第二号に掲げる業務並びに同法附則第八条の二第一項、同法附則第
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八条の四第一項及び中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律附則第四条第一項の規定に基

づく業務として行う不動産貸付業 

六  製造業（電気又はガスの供給業、熱供給業及び物品の加工修理業を含むものとし、独立行政

法人農業・食品産業技術総合研究機構が独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構法（平成

十一年法律第百九十二号）第十四条第一項第三号及び第四号（業務の範囲）に掲げる業務として

行うものを除く。）  

七  通信業（放送業を含む。）  

八  運送業（運送取扱業を含む。）  

九  倉庫業（寄託を受けた物品を保管する業を含むものとし、第三十一号の事業に該当するもの

を除く。）  

十  請負業（事務処理の委託を受ける業を含む。）のうち次に掲げるもの以外のもの 

イ 法令の規定に基づき国又は地方公共団体の事務処理を委託された法人の行うその委託に係る

もので、その委託の対価がその事務処理のために必要な費用を超えないことが法令の規定により

明らかなことその他の財務省令で定める要件に該当するもの 

ロ 土地改良事業団体連合会が会員又は国若しくは都道府県に対し土地改良法第百十一条の九に

掲げる事業として行う請負業 

ハ 特定法人が農業者団体等に対し農業者団体等の行う農業又は林業の目的に供される土地の造

成及び改良並びに耕うん整地その他の農作業のために行う請負業 

ニ 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条（定義）に規定する学校法人がその設

置している大学に対する他の者の委託を受けて行う研究に係るもの（当該研究に係る実施期間が

三月以上のもの並びにその委託に係る契約又は協定において当該研究の成果の帰属及び公表に関

する事項が定められているものに限る。）  

十一  印刷業  

十二  出版業（特定の資格を有する者を会員とする法人がその会報その他これに準ずる出版物を

主として会員に配布するために行うもの及び学術、慈善その他公益を目的とする法人がその目的

を達成するため会報を専らその会員に配布するために行うものを除く。）  

十三  写真業  

十四  席貸業のうち次に掲げるもの 

イ 不特定又は多数の者の娯楽、遊興又は慰安の用に供するための席貸業 

ロ イに掲げる席貸業以外の席貸業（次に掲げるものを除く。） 

（１） 国又は地方公共団体の用に供するための席貸業 

（２） 社会福祉法第二条第一項（定義）に規定する社会福祉事業として行われる席貸業 

（３） 私立学校法第三条に規定する学校法人若しくは同法第六十四条第四項（専修学校及び各

種学校）の規定により設立された法人又は職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）

第三十一条（職業訓練法人）に規定する職業訓練法人がその主たる目的とする業務に関連して行

う席貸業 

（４） 法人がその主たる目的とする業務に関連して行う席貸業で、当該法人の会員その他これ

に準ずる者の用に供するためのもののうちその利用の対価の額が実費の範囲を超えないもの  

十五  旅館業  
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十六  料理店業その他の飲食店業  

十七  周旋業  

十八  代理業  

十九  仲立業  

二十  問屋業  

二十一  鉱業  

二十二  土石採取業  

二十三  浴場業  

二十四  理容業  

二十五  美容業  

二十六  興行業  

二十七  遊技所業  

二十八  遊覧所業  

二十九  医療保健業（財務省令で定める血液事業を含む。以下この号において同じ。）のうち次

に掲げるもの以外のもの  

イ 日本赤十字社が行う医療保健業 

ロ 社会福祉法第二十二条に規定する社会福祉法人が行う医療保健業 

ハ 私立学校法第三条に規定する学校法人が行う医療保健業 

ニ 全国健康保険協会、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会又は国民健康保険組合若しく

は国民健康保険団体連合会が行う医療保健業 

ホ 国家公務員共済組合又は国家公務員共済組合連合会が行う医療保健業 

ヘ 地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会が行う医療保健業 

ト 日本私立学校振興・共済事業団が行う医療保健業 

チ 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条の二第一項（社会医療法人）に規定する

社会医療法人が行う医療保健業（同法第四十二条（附帯業務）の規定に基づき同条各号に掲げる

業務として行うもの及び同項の規定に基づき同項に規定する収益業務として行うものを除く。） 

リ 公益社団法人等が独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構の委託を受けて行う独立行

政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法（平成十七年法律第七十一号）第十三条第二号（業務

の範囲）に規定する施設の運営又は管理に係る医療保健業 

ヌ 公益社団法人等で、結核に係る健康診断（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成十年法律第百十四号）第十七条第一項並びに第五十三条の二第一項及び第三項（健

康診断）の規定に基づく健康診断に限る。）、予防接種（予防接種法（昭和二十三年法律第六十八

号）第三条第一項及び第六条第一項（予防接種）の規定に基づく予防接種に限る。）及び医療を行

い、かつ、これらの医学的研究（その研究につき国の補助があるものに限る。）を行うもののうち

法人格を異にする支部を含めて全国的組織を有するもの及びその支部であるものが行う当該健康

診断及び予防接種に係る医療保健業 

ル 公益社団法人等が行うハンセン病患者の医療（その医療費の全額が国の補助によつているも

のに限る。）に係る医療保健業 

ヲ 公益社団法人若しくは公益財団法人で専ら学術の研究を行うもの又は法別表第二に掲げる一
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般社団法人若しくは一般財団法人で専ら学術の研究を行い、かつ、当該研究を円滑に行うための

体制が整備されているものとして財務省令で定めるものがこれらの学術の研究に付随して行う医

療保健業 

ワ 一定の地域内の医師又は歯科医師を会員とする公益社団法人又は法別表第二に掲げる一般社

団法人で、その残余財産が国又は地方公共団体に帰属すること、当該法人の開設する病院又は診

療所が当該地域内のすべての医師又は歯科医師の利用に供されることとなつており、かつ、その

診療報酬の額が低廉であることその他の財務省令で定める要件に該当するものが行う医療保健業 

カ 一定の医療施設を有していること、診療報酬の額が低廉であることその他の財務省令で定め

る要件に該当する法別表第二に掲げる農業協同組合連合会が行う医療保健業 

ヨ 公益社団法人等で看護しの人材確保の促進に関する法律（平成四年法律第八十六号）第十四

条第一項（指定等）の規定による指定を受けたものが、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）

第八条第四項（定義）に規定する訪問看護、同法第八条の二第四項（定義）に規定する介護予防

訪問看護、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第七十八条第一項（訪

問看護療養費）に規定する指定訪問看護又は健康保険法（大正十一年法律第七十号）第八十八条

第一項（訪問看護療養費）に規定する訪問看護の研修に付随して行う医療保健業 

タ イからヨまでに掲げるもののほか、残余財産が国又は地方公共団体に帰属すること、一定の

医療施設を有していること、診療報酬の額が低廉であることその他の財務省令で定める要件に該

当する公益法人等が行う医療保健業 

三十  洋裁、和裁、着物着付け、編物、手芸、料理、理容、美容、茶道、生花、演劇、演芸、舞

踊、舞踏、音楽、絵画、書道、写真、工芸、デザイン（レタリングを含む。）、自動車操縦若しく

は小型船舶（船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和二十六年法律第百四十九号）第二条第四項（定

義）に規定する小型船舶をいう。）の操縦（以下この号において「技芸」という。）の教授（通信

教育による技芸の教授及び技芸に関する免許の付与その他これに類する行為を含む。以下この号

において同じ。）のうちイ及びハからホまでに掲げるもの以外のもの又は学校の入学者を選抜する

ための学力試験に備えるため若しくは学校教育の補習のための学力の教授（通信教育による当該

学力の教授を含む。以下この号において同じ。）のうちロ及びハに掲げるもの以外のもの若しくは

公開模擬学力試験（学校の入学者を選抜するための学力試験に備えるため広く一般に参加者を募

集し当該学力試験にその内容及び方法を擬して行われる試験をいう。）を行う事業  

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条（学校の範囲）に規定する学校、同法第

百二十四条（専修学校）に規定する専修学校又は同法第百三十四条第一項（各種学校）に規定す

る各種学校において行われる技芸の教授で財務省令で定めるもの 

ロ イに規定する学校、専修学校又は各種学校において行われる学力の教授で財務省令で定める

もの 

ハ 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第五十一条（通信教育の認定）の規定により文

部科学大臣の認定を受けた通信教育として行う技芸の教授又は学力の教授 

ニ 理容師法（昭和二十二年法律第二百三十四号）第三条第三項（理容師試験の受験資格）又は

美容師法（昭和三十二年法律第百六十三号）第四条第三項（美容師試験の受験資格）の規定によ

り厚生労働大臣の指定を受けた施設において養成として行う技芸の教授で財務省令で定めるもの

並びに当該施設に設けられた通信課程に係る通信及び添削による指導を専ら行う法人の当該指導
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として行う技芸の教授 

ホ 技芸に関する国家試験（法令において、国家資格（資格のうち、法令において当該資格を有

しない者は当該資格に係る業務若しくは行為を行い、若しくは当該資格に係る名称を使用するこ

とができないこととされているもの又は法令において一定の場合には当該資格を有する者を使用

し、若しくは当該資格を有する者に当該資格に係る行為を依頼することが義務付けられているも

のをいう。ホにおいて同じ。）を取得し、若しくは維持し、又は当該国家資格に係る業務若しくは

行為を行うにつき、試験、検定その他これらに類するもの（ホにおいて「試験等」という。）を受

けることが要件とされている場合における当該試験等をいう。）の実施に関する事務（法令におい

て当該国家資格を取得し、若しくは維持し、又は当該国家資格に係る業務若しくは行為を行うに

つき、登録、免許証の交付その他の手続（ホにおいて「登録等」という。）を経ることが要件とさ

れている場合における当該登録等に関する事務を含む。ホにおいて「国家資格付与事務」という。）

を行う者として法令において定められ、又は法令に基づき指定された法人が法令に基づき当該国

家資格付与事務として行う技芸の教授（国の行政機関の長又は地方公共団体の長が当該国家資格

付与事務に関し監督上必要な命令をすることができるものに限る。）で、次のいずれかの要件に該

当するもの 

（１） その対価の額が法令で実費を勘案して定めることとされているものであること又はその

対価の額が当該国家資格付与事務の処理のために必要な費用の額を超えないと見込まれるもので

あること。 

（２） 国の行政機関の長又は地方公共団体の長以外の者で当該国家資格付与事務を行う者が、

公益法人等又は一般社団法人若しくは一般財団法人に限られていることが法令で定められている

ものであること。 

三十一  駐車場業  

三十二  信用保証業のうち次に掲げるもの以外のもの 

イ 信用保証協会法（昭和二十八年法律第百九十六号）その他財務省令で定める法令の規定に基

づき行われる信用保証業 

ロ イに掲げる信用保証業以外の信用保証業で、その保証料が低額であることその他の財務省令

で定める要件を満たすもの  

三十三  その有する工業所有権その他の技術に関する権利又は著作権（出版権及び著作隣接権そ

の他これに準ずるものを含む。）の譲渡又は提供（以下この号において「無体財産権の提供等」と

いう。）のうち次に掲げるもの以外のものを行う事業 

イ 国又は地方公共団体（港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）の規定による港務局を含む。）

に対して行われる無体財産権の提供等 

ロ 独立行政法人宇宙航空研究開発機構、独立行政法人海洋研究開発機構その他特別の法令によ

り設立された法人で財務省令で定めるものがその業務として行う無体財産権の提供等 

ハ その主たる目的とする事業に要する経費の相当部分が無体財産権の提供等に係る収益に依存

している公益法人等として財務省令で定めるものが行う無体財産権の提供等  

三十四  労働者派遣業（自己の雇用する者その他の者を、他の者の指揮命令を受けて、当該他の

者のために当該他の者の行う事業に従事させる事業をいう。）  

２  次に掲げる事業は、前項に規定する事業に含まれないものとする。  



 

 147

一  公益社団法人又は公益財団法人が行う前項各号に掲げる事業のうち、公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律第二条第四号（定義）に規定する公益目的事業に該当するもの  

二  公益法人等が行う前項各号に掲げる事業のうち、その事業に従事する次に掲げる者がその事

業に従事する者の総数の半数以上を占め、かつ、その事業がこれらの者の生活の保護に寄与して

いるもの  

イ 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第四条（身体障害者の意義）に規定

する身体障害者 

ロ 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）の規定により生活扶助を受ける者 

ハ 児童相談所、知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第九条第五項（更生援護の

実施者）に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二

十五年法律第百二十三号）第六条第一項（精神保健福祉センター）に規定する精神保健福祉セン

ター又は精神保健指定医により知的障害者として判定された者 

ニ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律題四十五条第二項（精神障害者保健福祉手帳の交

付）の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

ホ 年齢六十五歳以上の者 

ヘ 母子及び寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）第六条第一項（定義）に規定する配

偶者のない女子であつて民法第八百七十七条（扶養義務者）の規定により現に母子及び寡婦福祉

法第六条第二項に規定する児童を扶養しているもの又は同条第三項に規定する寡婦 

三  母子及び寡婦福祉法第六条第六項に規定する母子福祉団体が行う前項各号に掲げる事業の

うち母子及び寡婦福祉法施行令（昭和三十九年政令第二百二十四号）第六条第一項各号（貸付け

の対象となる母子福祉団体の事業）に掲げる事業で、次に掲げるもの 

イ 母子及び寡婦福祉法第十四条（母子福祉団体に対する貸付け）（同法第三十二条第三項（母子

福祉団体で寡婦を使用するものに対する準用）において準用する場合を含む。）の規定による貸付

金の貸付けに係る事業のうち、その貸付けの日から当該貸付金の最終の償還日までの期間内の日

の属する各事業年度において行われるもの 

ロ 母子及び寡婦福祉法第二十五条第一項（売店等の設置の許可）に規定する公共的施設内にお

いて行われている事業  

四  保険業法（平成七年法律第百五号）第二百五十九条（目的）の保険契約者保護機構が同法第

二百六十五条の二十八第一項第五号（業務）に掲げる業務として行う事業  

 

（収益事業を行う法人の経理の区分）  

第六条  公益法人等及び人格のない社団等は、収益事業から生ずる所得に関する経理と収益事業

以外の事業から生ずる所得に関する経理とを区分して行わなければならない。 

 

（一般寄附金の損金算入限度額）  

第七十三条  法第三十七条第一項（寄附金の損金不算入）に規定する政令で定めるところにより

計算した金額は、次の各号に掲げる内国法人の区分に応じ当該各号に定める金額とする。  

一  普通法人、協同組合等及び人格のない社団等（次号に掲げるものを除く。） 次に掲げる金

額の合計額の二分の一に相当する金額  
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イ 当該事業年度終了の時における資本金等の額（当該資本金等の額が零に満たない場合には、

零）を十二で除し、これに当該事業年度の月数を乗じて計算した金額の千分の二・五に相当する

金額 

ロ 当該事業年度の所得の金額の百分の二・五に相当する金額 

二  普通法人、協同組合等及び人格のない社団等のうち資本又は出資を有しないもの、法別表第

二に掲げる一般社団法人及び一般財団法人並びに財務省令で定める法人 当該事業年度の所得の

金額の百分の二・五に相当する金額  

三  公益法人等（法別表第二に掲げる一般社団法人及び一般財団法人並びに財務省令で定める法

人を除く。以下この号において同じ。） 次に掲げる法人の区分に応じそれぞれ次に定める金額  

イ 公益社団法人又は公益財団法人 当該事業年度の所得の金額の百分の五十に相当する金額 

ロ 私立学校法第三条（定義）に規定する学校法人（同法第六十四条第四項（専修学校及び各種

学校）の規定により設立された法人で学校教育法第百二十四条（専修学校）に規定する専修学校

を設置しているものを含む。）、社会福祉法第二十二条（定義）に規定する社会福祉法人、更正保

護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項（定義）に規定する更正保護法人又は医療法

第四十二条の二第一項（社会医療法人）に規定する社会医療法人 当該事業年度の所得の金額の

百分の五十に相当する金額（当該金額が年二百万円に満たない場合には、年二百万円） 

ハ イ又はロに掲げる法人以外の公益法人等 当該事業年度の所得の金額の百分の二十に相当す

る金額 

２  前項各号に規定する所得の金額は、次に掲げる規定を適用しないで計算した場合における所

得の金額とする。  

一  法第四十条（法人税額から控除する所得税額の損金不算入）  

二  法第四十一条（法人税額から控除する外国税額の損金不算入）  

三  法第五十七条第一項（繰越欠損金の損金算入）  

四  法第五十八条及び第五十九条（災害による損失金の繰越し等）  

五  法第六十一条の十三第一項（適格合併に該当しない合併による合併法人への資産の移転に係

る部分に限る。）（完全支配関係がある法人の間の取引の損益）  

六  法第六十二条第二項（合併及び分割による資産等の時価による譲渡）  

七  法第六十二条の五第二項及び第五項（現物分配による資産の譲渡）  

八  租税特別措置法第五十九条第一項及び第二項（新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別控

除）  

九  租税特別措置法第五十九条の二第一項及び第五項（対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶

による収入金額の課税の特例）  

十  租税特別措置法第六十条第一項（沖縄の認定法人の所得の特別控除）  

十一  租税特別措置法第六十一条第一項及び第三項（商工組合等の留保所得の特別控除）  

十二  租税特別措置法第六十六条の七第三項（法人税額から控除する特定外国子会社等の外国税

額の益金算入）  

十三  租税特別措置法第六十六条の九の三第三項（法人税額から控除する特定外国法人の外国税

額の益金算入）  

十四  租税特別措置法第六十七条の十二第一項及び第二項並びに第六十七条の十三第一項及び
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第二項（組合事業等による損失がある場合の課税の特例）  

３  第一項各号に規定する所得の金額は、内国法人が当該事業年度において支出した法第三十七

条第七項（寄附金の意義）に規定する寄附金の額の全額は損金の額に算入しないものとして計算

するものとする。  

４  事業年度が一年に満たない法人に対する第一項第三号ロの規定の適用については、同号ロ中

「年二百万円」とあるのは、「二百万円を十二で除し、これに当該事業年度の月数を乗じて計算し

た金額」とする。  

５  第一項及び前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを

切り捨てる。  

６  内国法人が第一項各号に掲げる法人のいずれに該当するかの判定は、各事業年度終了の時の

現況による。  

 

（公益社団法人又は公益財団法人の寄附金の損金算入限度額の特例）  

第七十三条の二  公益社団法人又は公益財団法人の各事業年度において法第三十七条第五項（寄

附金の損金不算入）の規定によりその収益事業に係る同項に規定する寄附金の額とみなされる金

額（以下この項において「みなし寄附金額」という。）がある場合において、当該事業年度のその

公益目的事業（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第二条第４号（定義）に規

定する公益目的事業をいう。）の実施のために必要な金額として財務省令で定める金額（当該金額

が当該みなし寄附金額を超える場合には、当該みなし寄附金額に相当する金額。以下この項にお

いて「公益法人特別限度額」という。）が前条第一項第三号イに定める金額を超えるときは、当該

事業年度の同号イに定める金額は、同号イの規定にかかわらず、当該公益法人特別限度額に相当

する金額とする。  

２  前項の規定は、確定申告書に同項に規定する財務省令で定める金額及びその計算に関する明

細の記載がある場合に限り、適用する。  

３  第一項の場合において、法人が公益社団法人又は公益財団法人に該当するかどうかの判定は、

各事業年度終了の時の現況による。  

 

 第三款の四 公益法人等が普通法人に移行する場合の所得の金額の計算  

（累積所得金額又は累積欠損金額の計算）  

第百三十一条の四 法第六十四条の四第一項（公益法人等が普通法人に移行する場合の所得の金額

の計算）に規定する収益事業以外の事業から生じた所得の金額の累積額として政令で定めるとこ

ろにより計算した金額は、同項の内国法人の同項に規定する移行日（以下この項及び次条第一項

において「移行日」という。）における資産の帳簿価額が負債帳簿価額等（負債の帳簿価額及び利

益積立金額の合計額をいう。以下この項において同じ。）を超える場合におけるその超える部分の

金額（次条第二項において「累積所得金額」という。）とし、法第六十四条の四第一項に規定する

収益事業以外の事業から生じた欠損金額の累積額として政令で定めるところにより計算した金額

は、同項の内国法人の移行日における負債帳簿価額等が資産の帳簿価額を超える場合におけるそ

の超える部分の金額（次条第二項及び第三項において「累積欠損金額」という。）とする。  

２  法第六十四条の四第二項に規定する収益事業以外の事業から生じた所得の金額の累積額と
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して政令で定めるところにより計算した金額は、同項の内国法人の同項に規定する適格合併に係

る移転資産帳簿価額（適格合併により被合併法人から引継ぎを受けた資産の帳簿価額をいう。以

下この項において同じ。）が移転負債帳簿価額等（適格合併により被合併法人から引継ぎを受けた

負債の帳簿価額及び当該適格合併に係る第九条第一項第二号（利益積立金額）に掲げる金額の合

計額をいう。以下この項において同じ。）を超える場合におけるその超える部分の金額（次条第二

項において「合併前累積所得金額」という。）とし、法第六十四条の四第二項に規定する収益事業

以外の事業から生じた欠損金額の累積額として政令で定めるところにより計算した金額は、同項

の内国法人の同項に規定する適格合併に係る移転負債帳簿価額等が移転資産帳簿価額を超える場

合におけるその超える部分の金額（次条第二項及び第三項において「合併前累積欠損金額」とい

う。）とする。 

  

（累積所得金額から控除する金額等の計算）  

第百三十一条の五  法第六十四条の四第三項（公益法人等が普通法人に移行する場合の所得の金

額の計算）に規定する政令で定める場合は、次の各号に掲げる場合とし、同項に規定する政令で

定める金額は、当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額とする。  

一  法第六十四条の四第一項の内国法人が公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第二十九条第一項又は第二項（公益認定の取消し）の規定によりこれらの規定に規定する公益

認定を取り消されたことにより普通法人に該当することとなつた法人である場合 当該内国法人

の移行日における公益目的取得財産残額（同法第三十条第二項（公益認定の取消し等に伴う贈与）

に規定する公益目的取得財産残額をいう。次号及び第四項において同じ。）に相当する金額  

二  法第六十四条の四第二項の内国法人が公益社団法人又は公益財団法人を被合併法人とする

同項に規定する適格合併に係る合併法人である場合 当該被合併法人の当該適格合併の直前の公

益目的取得財産残額に相当する金額  

三  法第六十四条の四第一項の内国法人が一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成十八年法律第五十号。以下この号及び第五項において「整備法」という。）第百二十三条第

一項（移行法人の義務等）に規定する移行法人（整備法第百二十六条第三項（合併をした場合の

届出等）の規定により整備法第百二十三条第一項に規定する移行法人とみなされるものを含む。

次号において「移行法人」という。）である場合 次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額  

イ 当該内国法人の移行日における修正公益目的財産残額（整備法第百十九条第二項第二号（公

益目的支出計画の作成）に規定する公益目的財産残額を基礎として財務省令で定めるところによ

り計算した金額をいう。次号イにおいて同じ。） 

ロ 当該内国法人の移行日における資産の帳簿価額から前条第一項に規定する負債帳簿価額等を

控除した金額 

四  法第六十四条の四第二項の内国法人が移行法人を被合併法人とする同項に規定する適格合

併に係る合併法人である場合 次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額  

イ 当該被合併法人の当該適格合併の直前の修正公益目的財産残額 

ロ 当該適格合併に係る前条第二項に規定する移転資産帳簿価額から同項に規定する移転負債帳

簿価額等を控除した金額 
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２  内国法人が、法第六十四条の四第一項又は第二項の規定の適用を受ける場合において、前項

各号に掲げる場合に該当するとき（累積所得金額又は合併前累積所得金額がある場合に限る。）は、

同条第一項に規定する収益事業以外の事業から生じた所得の金額の累積額として政令で定めると

ころにより計算した金額又は同条第二項に規定する収益事業以外の事業から生じた所得の金額の

累積額として政令で定めるところにより計算した金額は、前条の規定にかかわらず、当該累積所

得金額又は合併前累積所得金額から当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額を

控除した金額とする。この場合において、当該累積所得金額又は合併前累積所得金額から控除し

きれない金額があるときは、その控除しきれない金額は、それぞれ累積欠損金額又は合併前累積

欠損金額とみなして、同条の規定を適用する。  

３  内国法人が、法第六十四条の四第一項又は第二項の規定の適用を受ける場合において、第一

項第一号又は第二号に掲げる場合に該当するとき（累積欠損金額又は合併前累積欠損金額がある

場合に限る。）は、同条第一項に規定する収益事業以外の事業から生じた欠損金額の累積額として

政令で定めるところにより計算した金額又は同条第二項に規定する収益事業以外の事業から生じ

た欠損金額の累積額として政令で定めるところにより計算した金額は、前条の規定にかかわらず、

当該累積欠損金額又は合併前累積欠損金額に第一項第一号又は第二号に掲げる場合の区分に応じ

これらの号に定める金額を加算した金額とする。  

４  内国法人が法第六十四条四第三項の規定の適用を受ける場合（第一項第一号又は第二号に掲

げる場合に該当する場合に限る。）において、当該内国法人が公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律第五条第十七号（公益認定の基準）の定款の定めに従い成立した公益目的取得

財産残額に相当する額の財産の贈与に係る契約（同法第三十条第一項の規定により成立したもの

とみなされるものを含む。）により金銭その他の資産の贈与をしたときは、当該贈与により生じた

損失の額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。  

５  内国法人が法第六十四条の四第三項の規定の適用を受ける場合（第一項第三号又は第四号に

掲げる場合に該当する場合に限る。次項において同じ。）において、当該内国法人のその適用を受

ける事業年度以後の各事業年度（整備法第百二十四条（公益目的支出計画の実施が完了したこと

の確認）の確認に係る事業年度（次項及び第七項において「確認事業年度」という。）後の事業年

度を除く。）の整備法百十九条第二項第一号の支出の額（以下この条において「公益目的支出の額」

という。）が同項第二号の規定により同号に規定する公益目的財産残額の計算上当該公益目的支出

の額から控除される同号の収入の額（次項において「実施事業収入の額」という。）を超えるとき

は、その超える部分の金額（当該内国法人の有する調整公益目的財産残額が当該超える部分の金

額に満たない場合には、当該調整公益目的財産残額に相当する金額。第七項において「支出超過

額」という。）は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。  

６  内国法人が法第六十四条の四第三項の規定の適用を受ける場合において、当該内国法人のそ

の適用を受ける事業年度以後の各事業年度（確認事業年度後の事業年度を除く。）の実施事業収入

の額が公益目的支出の額を超えるとき（当該内国法人が調整公益目的財産残額を有する場合に限

る。）は、その超える部分の金額（次項において「収入超過額」という。）は、当該内国法人の各

事業年度の所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。  

７  前二項に規定する調整公益目的財産残額とは、第一項第三号又は第四号に定める金額から前

二項の規定の適用を受ける事業年度（以下この項において「適用事業年度」という。）前の各事業
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年度の支出超過額の合計額を減算し、これに当該適用事業年度前の各事業年度の収入超過額の合

計額を加算した金額（確認事業年度後の事業年度にあつては、零）をいう。  

８  法第六十四条の四第三項の規定の適用を受けた法人を被合併法人とする合併が行われた場

合において、当該被合併法人が当該合併の直前において前項に規定する調整公益目的財産残額を

有するときは、当該合併に係る合併法人（当該合併の日において公益社団法人又は公益財団法人

に該当するものを除く。）の当該合併の日の属する事業年度以後の各事業年度においては、当該合

併法人は同条第三項の規定の適用を受けた法人と、当該合併法人の当該合併の日の属する事業年

度は当該適用を受けた事業年度と、当該被合併法人が有していた当該調整公益目的財産残額は当

該合併法人が当該合併の日の属する事業年度開始の日において有する前項に規定する調整公益目

的財産残額とそれぞれみなして、第五項及び第六項の規定を適用する。  

９  第四項に規定する贈与により生じた損失の額及び第五項又は第六項の規定の適用を受ける

場合におけるこれらの規定に規定する公益目的支出の額は、法第三十七条第七項（寄附金の損金

不算入）に規定する寄附金の額に該当しないものとする。  

 

（収益事業以外の事業に属していた資産及び負債の帳簿価額）  

第百三十一条の六  内国法人である公益法人等若しくは人格のない社団等のその収益事業以外

の事業に属していた資産及び負債がその収益事業に属する資産及び負債となつた場合のその資産

及び負債（以下この条において「転用資産等」という。）又は公益法人等が普通法人若しくは協同

組合等に該当することとなつた場合のその該当することとなつた時において有するその収益事業

以外の事業に属していた資産及び負債（以下この条において「移行時資産等」という。）の帳簿価

額は、それぞれ当該転用資産等の価額としてその収益事業に関する帳簿に記載された金額又は当

該移行時資産等の価額としてその該当することとなつた時においてその帳簿に記載されていた金

額とする。  

 

【法人税法基本通達】 

 

(所得に関する経理) 

15－2－1 令第 6 条《収益事業を行う法人の経理の区分》の「所得に関する経理」とは、単に収

益及び費用に関する経理だけでなく、資産及び負債に関する経理を含むことに留意する。(昭 56

年直法 2－16「八」、平 20 年課法 2－5｢三十」により改正) 

(注) 一の資産が収益事業の用と収益事業以外の事業の用とに共用されている場合(それぞれの

事業ごとに専用されている部分が明らかな場合を除く。)には、当該資産については、収益事業に

属する資産としての区分経理はしないで、その償却費その他当該資産について生ずる費用の額の

うち収益事業に係る部分の金額を当該収益事業に係る費用として経理することになる。 

(医療保健業の範囲) 

15－1－56 令第 5 条第 1 項第 29 号《医療保健業》の医療保健業には、療術業、助産師業、看護

業、歯科技工業、獣医業等が含まれる。(昭 56 年直法 2－16「七」、平 15 年課法 2－7「五十三」

により改正) 

(日本赤十字社等が行う医療保健業) 
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15－1－57 令第 5条第 1項第 29 号《非課税とされる医療保健業》に掲げる公益法人等(同号チか

らヲまで及びヨに掲げる公益法人等を除く。)については、その行う医療保健業のすべてが収益事

業とならないことに留意する。(昭 56 年直法 2－16「七」により追加、昭 59 年直法 2－3「九」、

平 6 年課法 2－1「九」、平 6 年課法 2－5「九」、平 19 年課法 2－17「二十九」、平 20 年課法 2－5

｢二十九」により改正) 

(病院における給食事業) 

15－1－58 収益事業に該当しない医療保健業に係る医療の一環として行われる患者のための給

食であっても、その給食が当該医療保健業を行う公益法人等以外の公益法人等によって行われて

いる場合には、当該給食に係る事業は当該医療保健業には含まれないのであるが、国等又は収益

事業に該当しない医療保健業を行う公益法人等の経営する病院における患者給食を主たる目的と

して設立された公益法人等がこれらの病院における医療の一環として専らその病院の患者のため

に行う給食は、収益事業に該当しないものとする。(昭 56 年直法 2－16「七」、平 20 年課法 2－5

｢二十九」により改正) 

(注) 収益事業に該当しない医療保健業を行う公益法人等がその患者を対象として行うものであ

っても、日用品の販売、クリーニングの取次ぎ、公衆電話サービス業務等の行為は、収益事業に

該当することに留意する。 

(専ら学術の研究を行う公益法人等) 

15－1－59 令第 5 条第 1 項第 29 号ヲ《非課税とされる学術研究に付随して行う医療保健業》に

規定する医療保健業の判定に当たって、次の点については、次のとおり取り扱うものとする。(昭

56 年直法 2－16「七」、平 12年課法 1－49、平 20 年課法 2－14｢四」により改正) 

(1) 「公益社団法人若しくは公益財団法人で専ら学術の研究を行うもの」とは、その学術の研究

のために専門の研究員をもって常時研究を行うものをいうこととする。 

(2) 「学術の研究に付随して行う」とは、その研究の過程又は結果を実証するなどの必要上付随

して行うことをいうものとする。 

(診療所の範囲) 

15－1－60 規則第 5条第 3号《非課税とされるオープン病院等》の「診療所」には、巡回診療バ

ス等の臨時に開設される診療所が含まれる。(昭 56 年直法 2－16「七」により追加) 

(臨床検査センター) 

15－1－61 規則第 5条第 3号《非課税とされるオープン病院等》かっこ書の「専ら臨床検査をそ

の業務とするもの」には、たん、血液、尿等の検体を集中的に検査することを業務とするいわゆ

る臨床検査センターが含まれることに留意する。(昭 56年直法 2－16「七」により改正) 

(地域医師等による利用) 

15－1－62 規則第 5条第 3号《非課税とされるオープン病院等》の地域医師等による「利用」に

は、当該地域医師等が同号に規定する病院等で同条第 1号に規定する医師会法人等(以下 15－1－

63 において「医師会法人等」という。)の開設するもの(以下 15－1－63 において「医師会病院等」

という。)へ患者を転院させるなどの方法により利用するものが含まれる。(昭 56年直法 2－16「七」

により追加、昭 57年直法 2－11「十四」、平 11年課法 2－9「二十一」により改正) 

(地域医師等による継続診療) 

15－1－63 規則第 5条第 4号《非課税とされるオープン病院等》の「地域医師等の診療を受けた
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患者でその後引き続き主として当該地域医師等の診察を受けるもの」には、その医師会病院等に

おいて診療を受けた患者でその受診の時において当該医師会病院等を開設する医師会法人等の組

織されている区域又は隣接地域に住所又は居所を有するものが含まれる。(昭 56年直法 2－16「七」

により追加、昭 57年直法 2－11「十四」、平 20年課法 2－5｢二十九」により改正) 

(オープン病院等の健康保険診療報酬の額に準ずる額) 

15－1－63 の 2 規則第 5条第 5号《非課税とされるオープン病院等》の「これらに準ずる額」と

は、次に掲げるような法令の規定等により算定される診療報酬又は利用料の額をいう。(昭 59 年

直法 2－3「九」により追加、昭 63年直法 2－14「七」、平 6年課法 2－5「九」、平 15 年課法 2－7

「五十三」により改正) 

(1) 公害健康被害の補償等に関する法律第 4条第 4項《認定等》に規定する被認定者に係る診療

報酬等で同法第 22条《診療方針及び診療報酬》の規定により算定される額 

(2) 労働者災害補償保険法第 7条第 1項第 1号《保険給付の種類》に規定する業務災害及び同項

第 2 号に規定する通勤災害を被った者に係る診療報酬等で同法第 13 条又は第 22 条《療養給付》

の規定による療養の給付に要するものとして昭和 51 年 1 月 13 日付基発第 72 号「労災診療費算定

基準について」厚生労働省通達により算定される額 

(非課税とされる福祉病院等の判定) 

15－1－64 公益法人等の行う医療保健業が規則第 6条各号《非課税とされる福祉病院等》に掲げ

る要件(非営利型法人以外の法人にあっては、同条第 1 号から第 6 号までに掲げる要件)のすべて

に該当するかどうかの判定は、公益法人等についてその事業年度ごとに行うものであるから、同

条第 4 号及び第 7 号の厚生労働大臣の証明についても事業年度ごとに証明のあることを必要とす

るのであるが、一度証明された事実に異動のない場合には、同条第 4 号イ、ロ及びハに掲げる事

項については、当該証明を省略することができる。(昭 56年直法 2－16「七」、平 12年課法 1－49、

平 15年課法 2－22「十四」、平 20 年課法 2－14｢四」により改正) 

(注) 厚生労働大臣の証明した事項が事実と異なると認められる場合には、厚生労働大臣と協議

の上処理する。 

(災害等があった場合の特例) 

15－1－65 規則第 6条第 2号又は第 4号イからハまで《非課税とされる福祉病院等》の要件に該

当するかどうかを判定する場合において、災害その他特別の事情の発生により一時的にこれらの

要件に該当しない期間が生じても、その後速やかに旧に復しているとき又は旧に復することが確

実であると認められるときは、当該事業年度を通じてこれらの要件に該当しているものとする。

(昭 56年直法 2－16「七」により改正) 

(福祉病院等の健康保険診療報酬の額に準ずる額) 

15－1－65 の 2 15－1－63 の 2《オープン病院等の健康保険診療報酬の額に準ずる額》の取扱い

は、規則第 6 条第 1 号《非課税とされる福祉病院等》に規定する公益法人等の行う医療保健業に

係る診療報酬又は利用料の額が同条第 3 号に規定する「これらに準ずる額」に該当するかどうか

の判定について準用する。(昭 59 年直法 2－3「九」により追加) 

【租税特別措置法】 

 

第四十二条の三の二  次の表の第一欄に掲げる法人又は人格のない社団等（法人税法第二条第九
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号に規定する普通法人（以下この項において「普通法人」という。）のうち各事業年度終了の時に

おいて同法第六十六条第六項各号及び第百四十三条第五項各号に掲げる法人に該当するものを除

く。）の平成二十一年四月一日から平成二十三年三月三十一日までの間に終了する各事業年度の所

得に係る同法 その他法人税に関する法令の規定の適用については、同欄に掲げる法人又は人格の

ない社団等の区分に応じ同表の第二欄に掲げる規定中同表の第三欄に掲げる税率は、同表の第四

欄に掲げる税率とする。 

 

第一欄 第二欄 第三欄 第四欄 

一 普通法人のうち当該各事業年度終了

の時において資本金の額若しくは出資金

の額が一億円以下であるもの若しくは資

本若しくは出資を有しないもの（第四号

に掲げる法人を除く。）又は人格のない社

団等 

法人税法第六十六条

第二項及び第百四十

三条第二項 

百分の二

十二 

百分の十八 

二 一般社団法人等（法人税法別表第二

に掲げる一般社団法人及び一般財団法人

並びに公益社団法人及び公益財団法人を

いう。）又は同法以外の法律によつて公益

法人等（法人税法第二条第六号に規定す

る公益法人等をいう。次号において同

じ。）とみなされているもので政令で定め

るもの 

法人税法第六十六条

第二項 

百分の二

十二 

百分の十八 

三 公益法人等（前号に掲げる法人を除

く。）又は法人税法第二条第七号に規定す

る協同組合等（第六十八条第一項に規定

する協同組合等を除く。） 

同法第六十六条第三

項 

百分の二

十二 

百分の二十二（各

事業年度の所得の

金額のうち年八百

万円以下の金額に

ついては、百分の

十八） 

四 第六十七条の二第一項の規定による

承認を受けている同項に規定する医療法

人 

同項 百分の二

十二 

百分の二十二（各

事業年度の所得の

金額のうち年八百

万円以下の金額に

ついては、百分の

十八） 

 

 

２～５  （略） 
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【消費税法】 

 

（国、地方公共団体等に対する特例）  

第六十条  国若しくは地方公共団体が一般会計に係る業務として行う事業又は国若しくは地方

公共団体が特別会計を設けて行う事業については、当該一般会計又は特別会計ごとに一の法人が

行う事業とみなして、この法律の規定を適用する。ただし、国又は地方公共団体が特別会計を設

けて行う事業のうち政令で定める特別会計を設けて行う事業については、一般会計に係る業務と

して行う事業とみなす。  

２  国又は地方公共団体が行つた資産の譲渡等、課税仕入れ及び課税貨物の保税地域からの引取

りは、政令で定めるところにより、その資産の譲渡等の対価を収納すべき会計年度並びにその課

税仕入れ及び課税貨物の保税地域からの引取りの費用の支払をすべき会計年度の末日に行われた

ものとすることができる。  

３  別表第三に掲げる法人のうち国又は地方公共団体に準ずる法人として政令で定めるものの

資産の譲渡等、課税仕入れ及び課税貨物の保税地域からの引取りを行つた時期については、前項

の規定に準じて、政令で定める。  

４  国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、別表第三に掲げる法

人又は人格のない社団等（第九条第一項本文の規定により消費税を納める義務が免除される者を

除く。）が課税仕入れを行い、又は課税貨物を保税地域から引き取る場合において、当該課税仕入

れの日又は課税貨物の保税地域からの引取りの日（当該課税貨物につき特例申告書を提出した場

合には、当該特例申告書を提出した日又は特例申告に関する決定の通知を受けた日）の属する課

税期間において資産の譲渡等の対価以外の収入（政令で定める収入を除く。以下この項において

「特定収入」という。）があり、かつ、当該特定収入の合計額が当該課税期間における資産の譲渡

等の対価の額（第二十八条第一項に規定する対価の額をいう。）の合計額に当該特定収入の合計額

を加算した金額に比し僅少でない場合として政令で定める場合に該当するときは、第三十七条の

規定の適用を受ける場合を除き、当該課税期間の課税標準額に対する消費税額（第四十五条第一

項第二号に掲げる課税標準額に対する消費税額をいう。次項及び第六項において同じ。）から控除

することができる課税仕入れ等の税額（第三十条第二項に規定する課税仕入れ等の税額をいう。

以下この項及び次項において同じ。）の合計額は、第三十条から第三十六条までの規定にかかわら

ず、これらの規定により計算した場合における当該課税仕入れ等の税額の合計額から特定収入に

係る課税仕入れ等の税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した残額に相当す

る金額とする。この場合において、当該金額は、当該課税期間における第三十二条第一項第一号

に規定する仕入れに係る消費税額とみなす。  

５  前項の場合において、同項に規定する課税仕入れ等の税額から同項に規定する政令で定める

ところにより計算した金額を控除して控除しきれない金額があるときは、当該控除しきれない金

額を課税資産の譲渡等に係る消費税額とみなして同項の課税期間の課税標準額に対する消費税額

に加算する。  

６  第一項の規定により一の法人が行う事業とみなされる国又は地方公共団体の一般会計に係

る業務として行う事業については、第三十条から第三十九条までの規定によりその課税期間の課

税標準額に対する消費税額から控除することができる消費税額の合計額は、これらの規定にかか
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わらず、当該課税標準額に対する消費税額と同額とみなす。  

７  国又は地方公共団体が一般会計に係る業務として事業を行う場合には、第九条、第四十二条、

第四十五条、第五十七条及び第五十八条の規定は、適用しない。  

８  前各項に定めるもののほか、国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて行う事業に限る。）

又は別表第三に掲げる法人のうち政令で定めるものの第四十二条第一項、第四項若しくは第六項

又は第四十五条第一項の規定による申告書の提出期限の特例、その他国若しくは地方公共団体、

別表第三に掲げる法人又は人格のない社団等に対するこの法律の適用に関し必要な事項は、政令

で定める。  

 

別表第三 （第三条、第六十条関係）  

一 次の表に掲げる法人 

名称 根拠法 

医療法人（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条の二第一項（社会

医療法人）に規定する社会医療法人に限る。） 

医療法 

二 （略） 

【所得税法】 

 

（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）  

第十一条  別表第一に掲げる内国法人が支払を受ける第百七十四条各号（内国法人に係る所得税

の課税標準）に掲げる利子等、配当等、給付補てん金、利息、利益、差益及び利益の分配（公社

債又は貸付信託、投資信託若しくは特定目的信託の受益権で政令で定めるもの（以下この条にお

いて「公社債等」という。）の利子、収益の分配又は第二十四条第一項（配当所得）に規定する剰

余金の配当（以下この条において「利子等」という。）にあつては、当該内国法人が当該公社債等

を引き続き所有していた期間に対応する部分の額として政令で定めるところにより計算した金額

に相当する部分に限る。）については、所得税を課さない。  

２  公益信託ニ関スル法律（大正十一年法律第六十二号）第一条（公益信託）に規定する公益信

託又は社債、株式等の振替に関する法律第二条第十一項（定義）に規定する加入者保護信託の信

託財産につき生ずる所得（公社債等の利子等に係るものにあつては、当該公社債等が当該公益信

託又は当該加入者保護信託の信託財産に引き続き属していた期間に対応する部分の額として政令

で定めるところにより計算した金額に相当する部分に限る。）については、所得税を課さない。  

３  前二項の規定のうち公社債等の利子等に係る部分は、これらの規定に規定する内国法人又は

公益信託若しくは加入者保護信託の受託者が、公社債等につき社債ｍ株式等の振替に関する法律

に規定する振替口座簿への記載又は記録その他の政令で定める方法により管理されており、かつ、

政令で定めるところにより、当該公社債等の利子等につきこれらの規定の適用を受けようとする

旨その他財務省令で定める事項を記載した申告書を、当該公社債等の利子等の支払をする者を経

由して税務署長に提出した場合に限り、適用する。  
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別表第一 公共法人等の表（第四条、第十一条関係）  

名称 根拠法 

医療法人（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条の二第一項（社

会医療法人）に規定する社会医療法人に限る。） 

医療法 

 

 

【地方税法】 

 

（用途による不動産取得税の非課税）  

第七十三条の四  道府県は、次の各号に規定する者が不動産をそれぞれ当該各号に掲げる不動産

として使用するために取得した場合においては、当該不動産の取得に対しては、不動産取得税を

課することができない。  

一～三  （略） 

三の二  医療法第三十一条の公的医療機関の開設者、医療法人（政令で定めるものに限る。）、公

益社団法人及び公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第二条第九号の二に規定

する非営利型法人をいう。以下この号において同じ。）に該当するものに限る。）及び一般財団法

人（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、

健康保険組合及び健康保険組合連合会並びに国家公務員共済組合及び国家公務員共済組合連合会

がその設置する看護師、准看護師、歯科衛生士その他政令で定める医療関係者の養成所において

直接教育の用に供する不動産  

四～八 （略） 

八の二  医療法第四十二条の二第一項に規定する社会医療法人が直接同項第四号に規定する救

急医療等確保事業に係る業務（同項第五号に規定する基準に適合するものに限る。）の用に供する

不動産で政令で定めるもの  

九～三十八  （略） 

 

（固定資産税の非課税の範囲）  

第三百四十八条  （略）  

２  固定資産税は、次に掲げる固定資産に対しては課することができない。ただし、固定資産を

有料で借り受けた者がこれを次に掲げる固定資産として使用する場合においては、当該固定資産

の所有者に課することができる。  

一～九   （略） 

九の二  医療法第三十一条の公的医療機関の開設者、医療法人（政令で定めるものに限る。）、公

益社団法人及び公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第二条第九号の二に規定

する非営利型法人をいう。以下この号において同じ。）に該当するものに限る。）及び一般財団法

人（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、
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健康保険組合及び健康保険組合連合会並びに国家公務員共済組合及び国家公務員共済組合連合会

がその設置する看護師、准看護師、歯科衛生士その他政令で定める医療関係者の養成所において

直接教育の用に供する固定資産  

十～十一の四  （略） 

十一の五  医療法第四十二条の二第一項に規定する社会医療法人が直接同項第四号に規定する

救急医療等確保事業に係る業務（同項第五号に規定する基準に適合するものに限る。）の用に供す

る固定資産で政令で定めるもの  

十一の六～四十四  （略） 

３  市町村は、前項各号に掲げる固定資産を当該各号に掲げる目的以外の目的に使用する場合に

おいては、前項の規定にかかわらず、これらの固定資産に対し、固定資産税を課する。  

４～１０  （略）  

 

（都市計画税の非課税の範囲）  

第七百二条の二  （略） 

２  前項に規定するもののほか、市町村は、第三百四十八条第二項から第五項まで、第七項若し

くは第九項又は第三百五十一条の規定により固定資産税を課することができない土地又は家屋に

対しては、都市計画税を課することができない。  
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